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1. はじめに 
1.1. 職場のパワーハラスメントの現状と本マニュアルの目的 

 
職場のパワーハラスメントが与える影響は深刻です。職場は、私たちが人生の中で多く

の時間を過ごす場所であり、様々な人間関係を取り結ぶ場でもあります。そのような場所

で、パワーハラスメントを受けることにより、人格や尊厳を傷つけられたり、仕事への意

欲や自信をなくしたり、心の健康の悪化につながり、場合によっては休職や退職に追い込

まれたり、生きる希望を失うことさえあるのです。 
職場のパワーハラスメントは、受ける人だけの問題ではありません。周囲の人たちがそ

うした事実を知ることで、仕事への意欲が低下し、職場全体の生産性にも悪影響を及ぼす

可能性があります。 
また、パワーハラスメントを行った人にとっても、社内での自分の信用を低下させかね

ず、懲戒処分や訴訟のリスクを抱えることにもなり、自分の居場所が失われる結果を招い

てしまうかもしれません。 
さらに、企業にとっても、業績悪化や貴重な人材の損失につながるおそれがあります。

また、企業として職場におけるパワーハラスメントの問題を放置した場合は、裁判で使用

者としての責任を問われることもあり、イメージダウンにつながりかねません。 
しかしながら、職場のパワーハラスメントは、都道府県労働局や労働基準監督署等への

相談が増加を続け、ひどい嫌がらせ等を理由とする精神障害等での労災保険の支給決定件

数は高水準で推移しており、平成 30 年度個別労働紛争解決制度の施行状況（令和元年 6
月公表）では、「いじめ・嫌がらせ」が平成 24 年度以降すべての相談の中でトップの件数

となり（図 1 参照）、平成 30 年度精神障害の労災補償状況においては、「（ひどい）嫌が

らせ、いじめ、又は暴行を受けた」の件数が 69 件と、具体的な出来事別の支給決定件数の

うち多数を占めています（表 1 参照）。さらに、若者の「使い捨て」が疑われる企業等に

おいて、職場のパワーハラスメントの問題がしばしば見られると指摘されています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 民事上の個別労働紛争の相談内容の件数の推移 

「平成 30 年度個別労働紛争解決制度施行状況」（厚生労働省） 
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図 4（企業調査）職場のパワーハラスメントの予防・解決のための取組の実施状況 

「職場のパワーハラスメントに関する実態調査」（厚生労働省 平成 28 年度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5（企業調査）パワーハラスメントの予防・解決のために実施している取組 

「職場のパワーハラスメントに関する実態調査」（厚生労働省 平成 28 年度） 

 

このような中、「働き方改革実行計画」(平成 29 年 3 月 28 日働き方改革実現会議決定)
において、「職場のパワーハラスメント防止を強化するため、政府は労使関係者を交えた場

で対策の検討を行う」とされたことも踏まえ、厚生労働省において「職場のパワーハラス

メント防止対策についての検討会」が開催され、平成 29 年度末に報告書が取りまとめられ

ました。この検討会での議論を踏まえ、平成 30 年 8 月より労働政策審議会雇用環境・均

等分科会において議論を重ね、建議「女性の職業生活における活躍の推進及び職場のハラ

スメント防止対策等の在り方について」が行われました。これを踏まえ、職場におけるパ

ワーハラスメント等の防止を強化するため、ハラスメント対策の強化を盛り込んだ「女性

の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部を改正する法律案」が平成 31 年 3
月 8 日第 198 回国会に提出されました。 
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表 1 精神障害の労災補償状況 

「脳・心臓疾患と精神障害の労災補償状況」（厚生労働省） 

 
また、平成 28 年度に厚生労働省が実施した「職場のパワーハラスメントに関する実態調

査」1によると、過去 3 年以内にパワーハラスメントに該当する相談を受けた企業は 36.3%
（図 2 参照）、過去 3 年以内にパワーハラスメントを受けたことがあると回答した者は

32.5%（図 3 参照）であり、この問題が依然として社会的な問題であることが明確に示さ

れたと同時に、従業員規模が小さい企業ほど、パワーハラスメント対策が進んでいないと

いう課題も明らかになりました（図 4 参照）。 
 
一方で、職場のパワーハラスメントによる悪い影響や損失を回避するために、企業にお

いて具体的な取組を進めることが求められており、実際に多くの企業がパワーハラスメン

トの予防・解決に向けた各種取組を実施しています（図 5 参照）。 
 
 

 

 

 
 

 
 

「職場のパワーハラスメントに関する実態調査」（厚生労働省 平成 28 年度） 

 

 

 

 

 
                                                  
 
1 職場のパワーハラスメントの実態を把握するため、従業員（正社員）30 人以上の企業約 20,000 社及び民間企業に勤

務している者 10,000 名に対してアンケートを実施したものです。詳細は厚生労働省ホームページを参照ください。
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000163573.html 
 

 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

精神障害の労災補償の 
支給決定件数全体 325 件 475 件 436 件 497 件 472 件 498 件 506 件 465 件 

 （ひどい）嫌がらせ、いじ

め、又は暴行を受けた 40 件 55 件 55 件 69 件 60 件 74 件 88 件 69 件 

 上司とのトラブルがあっ

た 16 件 35 件 17 件 21 件 21 件 24 件 22 件 18 件 

 同僚とのトラブルがあっ

た 2 件 2 件 3 件 2 件 2 件 0 件 1 件 1 件 

 部下とのトラブルがあっ

た 2 件 4 件 3 件 0 件 1 件 1 件 0 件 3 件 
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図 3 過去 3年間に、パワーハラスメントを受けたこと
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図 4（企業調査）職場のパワーハラスメントの予防・解決のための取組の実施状況 

「職場のパワーハラスメントに関する実態調査」（厚生労働省 平成 28 年度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5（企業調査）パワーハラスメントの予防・解決のために実施している取組 

「職場のパワーハラスメントに関する実態調査」（厚生労働省 平成 28 年度） 
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http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000163573.html 
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2. 職場のパワーハラスメント対策の導入に当たって 
2.1. 職場のパワーハラスメントに関する経営トップと事務局の理解 
 
職場のパワーハラスメント対策を導入するに当たり、経営トップと導入を担当する事務

局は、まずパワーハラスメントとは何かを理解する必要があります。 
以下を参考に、どのような行為がパワーハラスメントに該当するのか、パワーハラスメ

ントが発生した場合に、被害者や企業にどのような影響があるかを理解しましょう。 

 パワーハラスメントとは？ 
• 職場におけるパワーハラスメントとは、改正労働施策総合推進法（令和元年６月５

日公布）により、以下の３つの要素 
①  優越的な関係を背景とした言動であって 
②  業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより 
③  労働者の就業環境が害されること 

をすべて満たすものとし、パワーハラスメント防止のため、相談体制の整備等の雇

用管理上必要な措置を講じることを事業主に義務付けています。公布後１年以内の

政令で定める日（中小企業は、公布後３年以内の政令で定める日までの間は努力義

務）に施行されます。パワーハラスメントに対する基本的な考え方や具体例、事業

主が講ずべき雇用管理上の措置の具体的な内容等については、今後、厚生労働省で

指針を策定する予定です。 
また、今回の法改正により、パワーハラスメントだけでなく、セクシュアルハラ

スメント及び妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントにおいても、事業主は、

労働者が事業主にハラスメントに関する相談をしたこと等を理由として、不利益な

取扱いをすることが禁止される等職場におけるハラスメント対策全体が強化されて

います。 

 パワーハラスメントの行為類型 
• 典型的なパワーハラスメント行為として、身体的な攻撃、精神的な攻撃、人間関係

からの切り離し、過大な要求、過小な要求、個の侵害の６つの行為類型があります。

ただし、これらは職場のパワーハラスメントすべてを網羅するものではなく、これ

以外は問題ないということではないことに留意が必要です。 

• 具体的なパワーハラスメント事案が発生した場合に、それがパワーハラスメントで

あるかどうかを判断するには、行為が行われた状況や行為が継続的であるかどうか

等詳細な事実関係を把握し、各職場での共通認識や厚生労働省の「あかるい職場応

援団」サイトに掲載されている裁判例も参考にしながら判断します。 

 

 

     1.はじめに 
         1.1.職場のパワーハラスメントの現状と本マニュアルの目的  

 

 
本法律案は、令和元年 5 月 29 日に成立、同年 6 月 5 日に公布され、労働施策総合推進

法、男女雇用機会均等法及び育児・介護休業法における職場のハラスメントに関する部分

が改正されました（パワーハラスメントに関する改正内容は２.１章を参照）。 
 
パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント及び妊娠・出産・育児休業等に関する

ハラスメントなどの職場におけるハラスメントは、複合的に生じることも多く、解決する

ことが困難な事案になる傾向が強くなります。 
現状では、職場のパワーハラスメントをなくすための取組は難しいと考える企業が少な

くありませんが、その一方で、きちんと対策に取り組み、成果を上げている企業もありま

す。取り組み始めたきっかけは企業によって様々ですが、取組を進める中で、パワーハラ

スメントの予防・解決以外にも、企業の発展、職場の士気や生産性、企業イメージ、コン

プライアンスなど、様々な点で対策の効果を認識するに至っています（図 6 参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6（企業調査）パワーハラスメントの予防・解決の取組を進めた結果、予防・解決以外に得られた効果 

「職場のパワーハラスメントに関する実態調査」（厚生労働省 平成 28 年度） 

 

 本マニュアルでは、ハラスメントのない職場づくりを目指して、効果的なパワーハラ

スメント防止対策を構築していただくため、その進め方や参考となるツール・情報等を提

供します。 

（回答：取組実施企業2,394社、％） 
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 要因 
• 「いじめ・嫌がらせ」、「パワーハラスメント」問題が社会問題として顕在化した

背景には、企業間競争の激化による従業員への圧力の高まり、職場内のコミュニケ

ーションの希薄化や問題解決機能の低下、上司のマネジメントスキルの低下、上司

の価値観と部下の価値観の相違の拡大など、多様な要因があるとされています。 

 対策実施の意義 
• 人は他者との関わり合いの中で生きていく存在であり、職場は人生の中で多くの時

間を過ごす場所であるとともに、多様な人間関係を取り結ぶ場でもあります。その

ような場所でパワーハラスメントを受けることで、人格を傷つけられる、仕事への

意欲や自信を喪失する、ひいては心の健康を悪化させ、休職や退職に至る場合もあ

ります。 

• 本人だけでなく、周囲の人たちもパワーハラスメントを見聞きすることで、仕事へ

の意欲が低下し、職場全体の生産性にも悪影響を及ぼしかねません。 

• パワーハラスメントを行った人も、職場の業績の悪化や社内での自身の信用の低下

をもたらし、さらには懲戒処分や訴訟のリスクを抱えることにもなります。 

• 企業にとっても、パワーハラスメントによって、組織の生産性に悪影響が及ぶ、貴

重な人材が休職や退職に至るなど大きな損失になります。また、仮にパワーハラス

メントに企業として加担しなくとも、裁判によって使用者責任を問われることもあ

り、企業のイメージダウンにつながりかねません。 

• パワーハラスメント問題へ取り組む意義は、これらの損失の回避だけにとどまらず、

一人一人の尊厳や人格が尊重される職場づくりが、職場の活力につながり、仕事に

対する意欲や職場全体の生産性の向上にも貢献するという利点があります。 

 パワーハラスメントについて裁判で問われた法的な責任の例 
• 「いじめ・嫌がらせ」、「パワーハラスメント」問題が発生すると、仮に企業が加

担していなくとも、裁判によって、その責任を問われる可能性があります。 

 安全配慮義務違反による債務不履行責任 

（使用者が労働者に対し負っている安全配慮義務に違反すると認められる場合） 

 権利の濫用等による不法行為責任 

（業務命令権や人事権などの範囲の逸脱・濫用であると認められる場合） 

 使用者責任としての不法行為責任 

（企業が遂行する事業に関して、使用する労働者が第三者に損害を与えた場合） 

• 表 3 にその例を示します。このほか、厚生労働省の「あかるい職場応援団」サイト

にも多数の事例が掲載されています。 
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今回改正された労働施策総合推進法により、以下の①から③までの要素を満たすものが

職場におけるパワーハラスメントとされました。 
この３つの要素の具体的な内容については、今後改正法に関連する省令や指針等により

示される予定です。  

① 優越的な関係を背景とした言動であって 

② 業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより 

③ 労働者の就業環境が害されること 

３つの構成要素を満たしている６つの行為類型は、表２のような例があります。 

 

表２ パワーハラスメントの３つの構成要素を満たす６つの行為類型の例 

類型 例 

身体的な攻撃 上司が部下に対して、殴打、足蹴りをする。 

精神的な攻撃 上司が部下に対して、人格を否定するような発言をする。 

人間関係から 
の切り離し 

自身の意に沿わない社員に対して、仕事を外し、長期間にわたり、別室に隔離

したり、自宅研修させたりする。 

過大な要求 
上司が部下に対して、長期間にわたる、肉体的苦痛を伴う過酷な環境下での勤

務に直接関係のない作業を命ずる。 

過小な要求 上司が管理職である部下を退職させるため、誰でも遂行可能な業務を行わせる。 

個の侵害 
思想・信条を理由とし、集団で同僚１人に対して、職場内外で継続的に監視し

たり、他の社員に接触しないよう働きかけたり、私物の写真撮影をしたりする。 

※ 例については、「職場のパワーハラスメント防止対策についての検討会」報告書から作成。 
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肉体的・精神的苦痛を与える教育訓練

と上司の裁量 
（仙台高裁秋田支部判決平成 4 年 12 月 25 日 
労判 690-13） 

概  要： 鉄道会社 I に勤務する J は労働組合のマークが

入ったベルトを身につけて作業に従事してい

たところ、上司 K が就業規則違反を理由に取り

外しを命じ、就業規則全文の書き写し等を命

じ、手を休めると怒鳴ったり、用便に行くこと

も容易に認めず、湯茶を飲むことも許さず、腹

痛により病院に行くことも暫く聞きいれな

かった。 
判決内容： 就業規則の軽微な違反に留まるベルト着用に対

し、就業規則の書き写しを命じたことは合理的

教育的意義を認めがたく、J の人格を徒らに傷

つけ健康状態に対する配慮を怠るものであっ

たこと、教育訓練は見せしめを兼ねた懲罰的目

的からなされたものと推認され、目的において

も不当なもので、肉体的精神的苦痛を与えて J
の人格権を侵害するものであるとして、教育訓

練についての企業の裁量を逸脱、濫用した違法

なものであるから、上司 K 及び I 社に対し、不

法行為（民法 709 条）と使用者責任（民法 715
条）による損害賠償責任を認め、慰謝料 20 万

円と弁護士費用 5 万円の損害の賠償を判示し

た。 

退職勧奨とパワーハラスメント 
（大阪地裁判決平成 11 年 10 月 18 日 
労判 772-9） 

概  要： L は航空会社 M の客室乗務員であったが、通勤

途中の交通事故による欠勤後、M 社から就業規

則上の解雇事由に該当するとして、約４か月

間・30 回以上にわたる退職勧奨を受け、解雇さ

れるに至った。この M 社の行為に対し、L から

人格権侵害による損害賠償請求がなされた。 
判決内容： 本件解雇は、就業規則に規定する解雇事由に該

当せず、M 社の対応は、頻度や面談時間の長さ、

L に対する言動など、社会通念上許容される範

囲を超えて単なる退職勧奨とは言えず、違法な

退職強要として不法行為（民法 709 条）と認め、

退職強要に対する慰謝料 50 万円、弁護士費用 5
万円の損害の賠償を判示した。 
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表 3 パワーハラスメントに関する裁判例 

  

上司の注意指導等とパワーハラスメ

ント 
（東京地裁八王子支部判決平成 2 年 2 月 1 日 

労判 558-68） 

概  要：  製造業 A 社の工場に勤務していた B の後片付

けの不備、伝言による年休申請に対し、上司 C
がBに対して反省文の提出等の注意指導を行っ

た。B は「上司 C の常軌を逸した言動により人

格権を侵害された」と主張して A 社及び上司 C
に対し、民事上の損害賠償請求をした。 

判決内容：  上司には所属の従業員を指導し監督する権限が

あり、注意し、叱責したことは指導監督する上

で必要な範囲内の行為とした上で、本件の場合

は、上司 C の、反省書の作成や後片付けの再現

等を求めた行為は、指導監督権の行使として

は、裁量の範囲を逸脱し、違法性を帯びるに至

るとして、A 社と上司 C に対し不法行為（民法）

709 条）に基づき、連帯して 15 万円の損害の

賠償をするよう判示した。 

先輩によるいじめと会社の法的な責

任 
（さいたま地裁判決平成 16 年 9 月 24 日  

労判 883-38） 

概  要：  D 病院に勤務していた看護師 E は、先輩看護師

F から飲み会への参加強要や個人的用務の使い

走り、何かあると「死ねよ」と告げたり、「殺

す」などといった暴言等のいじめを受け、自殺

した。 
判決内容： 判決では先輩看護師 F の E に対するいじめを認

定し、先輩看護師 F に E の遺族に対する損害を

賠償する不法行為責任（民法 709 条）と、勤務

先である D 病院に対し、安全配慮義務の債務不

履行責任（民法 415 条）を認め、先輩看護師 F
が E の遺族に対し負うべき損害賠償額を 1,000
万円と命じ、D 病院に対して、先輩看護師 F と

連帯して500万円の損害を賠償するように判示

した。 

内部告発等を契機とした職場いじめ

と会社の法的責任 
（富山地裁判決平成 17 年 2 月 23 日  

労判 891-12） 

概  要： 勤務先 G の闇カルテルを新聞や公正取引委員会

に訴えた H へ、転勤や昇格停止、長期間にわた

る個室への配席等を行った G 社に対し、H が損

害賠償請求をした。 
判決内容： 判決は、人事権行使は相当程度使用者の裁量的

判断に委ねられるものの、裁量権は合理的な目

的の範囲内で、法令や公序良俗に反しない程度

で行使されるべきであり、これを逸脱する場合

には違法であるとして、不法行為（民法 709 条）

及び債務不履行（民法 415 条）に基づく損害賠

償責任を認め、請求を一部認容し、慰謝料 200
万円、財産的損害 約 1,047 万円、弁護士費用

110 万円の損害の賠償をするように判示した。 
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     2.職場のパワーハラスメント対策の導入に当たって 
         2.1.職場のパワーハラスメントに関する経営トップと事務局の理解  

 

 

 予防対策のポイント 
• 職場のパワーハラスメントは、いったん事案が発生してしまうと、その解決に時間

と労力を要します。まずは問題が発生しないように、予防対策を講じることが重要

です。 

• 予防するための取組には、企業が単独で行っているもの、企業と労働組合が行って

いるもの、労働組合が単独で行っているものなど、様々なケースがあります。 

• 企業によって、職場によって、職場のパワーハラスメントの実態は様々であり、そ

の対策に決まった正解はありません。取組に際しては、セクシュアルハラスメント

対策などの既存の枠組みを活用するなど、それぞれの職場に即した形で行いましょ

う。 

併せて、今後労働施策総合推進法及び指針等で示されることになるパワーハラスメ

ント防止対策についての事業主の措置義務となる事項をきちんと押さえておくことも

必要です。 

 
 性的指向や性自認についての理解とパワーハラスメントについて 

性的指向2や性自認3に関するハラスメントや本人の望まない暴露（アウティング）

もパワーハラスメントにつながることがあります。このようなことを引き起こさな

いためにも、職場で働く方が、性的指向や性自認について理解を増進することが重

要です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                  
 
2 性的指向（Sexual Orientation）恋愛感情又は性的感情の対象となる性別についての指向のことです。 
 ◆同性を好きになる女性：レズビアン ◆同性を好きになる男性：ゲイ ◆両性を好きになる方：バイセクシャル 
3 性自認（Gender Identity）自己の性別についての認識のことです。 
 ◆身体・戸籍の性別と性自認が一致しない方：トランスジェンダー 

     2.職場のパワーハラスメント対策の導入に当たって 
         2.1.職場のパワーハラスメントに関する経営トップと事務局の理解  

 

パワハラ放置に基づく会社の損害賠

償責任（東京地裁判決平成 22 年 1 月 29 日） 

概  要： コンピュータネットワークの構築等を業とする

N 社の契約社員であった O が、部長 P によるパ

ワーハラスメント行為等により、3 か月の自宅

療養を要する抑うつ状態及び身体化障害と診

断されたところ、N 社には、これを知っていた

にもかかわらず放置した等の過失があるとし

て、部長 P 及び N 社に対し、不法行為等に基づ

く損害賠償請求をした。 
判決内容： ①部長 P が、O につき業務について満足な指導

を受けることができていないことを知りうる

状況にありながら、会議の席上で厳しく O の仕

事ぶりを揶揄し、金員を要求するような言動を

したり、退職を勧めるような言動をしたことは

不法行為を構成し、②N 社には、従業員が業務

について十分な指導を受けた上で就労できる

よう職場環境を保つ労働契約上の付随義務違

反が認められる等と判断し、部長 P は不法行為

（民法 709 条）により、N 社は使用者責任（民

法 715 条）により、部長 P 及び N 社は連帯し

て 55 万円（慰謝料 50 万円、弁護士費用 5 万円）

の損害を賠償するように判示した。 

経営者によるパワハラ（東京地裁判決平成

27 年 1 月 15 日） 

概  要：  職業紹介等の事業を業とする Q 社に雇用されて

いた R が、Q 社の代表取締役である S 等から執

拗にパワーハラスメントを受けたとして、Q 社

及び社長 S に対し、不法行為等に基づく損害賠

償請求をした。 
判決内容：  社長 S の R に対する「まじでむかつく、おま

え」、「本当に、いなくなってほしい」などチャッ

トにおける一連の発言及び①違法な業務命令

に基づいたり、②多額の損害賠償義務があるこ

とを自認させて心理的負荷を加えることを主

たる目的とした合計６通の始末書の作成指示

が不法行為を構成するものとして、社長 S は不

法行為（民法 709 条）により，Q 社は使用者責

任（民法 715 条）により、連帯して 50 万円の

損害（慰謝料）を賠償するように判示した。 
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     2.職場のパワーハラスメント対策の導入に当たって 
         2.2.パワーハラスメント対策の基本的枠組みの構築手順  

 

 

平成 30 年３月にとりまとめられた「職場のパワーハラスメントについての検討会」報告書の中にお

いても、事業主が講ずる対応策として考えられるものとして、以下の内容が示されています。 
また、企業において取組が実効性を伴って広まるためには、セクシュアルハラスメントや妊娠・出産・

育児休業等に関するハラスメントを防止するための措置と一体的に取り組むことができるようにする

ことが重要であるとの意見が示されています。 
 
① 事業主の方針等の明確化、周知・啓発 
 ⅰ パワーハラスメントの内容・方針の明確化、周知・啓発 
 ⅱ 行為者への対処方針・対処内容の就業規則等への規定、周知・啓発 
 
② 相談等に適切に対応するために必要な体制の整備 
 ⅰ 相談窓口の設置 
 ⅱ 相談窓口の担当者による適切な相談対応の確保 
 ⅲ 他のハラスメントと一体的に対応できる体制の整備 
 
③ 事後の迅速・適切な対応 
 ⅰ 事実関係の迅速・正確な確認 
 ⅱ 被害者に対する配慮のための対応の適正な実施 
 ⅲ 行為者に対する対応の適正な実施 
 ⅳ 再発防止に向けた対応の実施 
 
④ ①から③までの対応と併せて行う対応 
 ⅰ 相談者・行為者等のプライバシーを保護するために必要な対応、周知 
 ⅱ パワーハラスメントの相談・事実確認への協力等を理由とした不利益取扱いの禁止、周知・啓

発 
 
 

 総合的なハラスメント対策の重要性について 
• 職場では、さまざまなハラスメントが発生するおそれがあります。パワーハラスメ

ントだけでなく、セクシュアルハラスメントや、妊娠・出産、育児休業等に関する

ハラスメント5、性的指向・性自認に関するハラスメント等で職場環境を害されるよ

うなこともあってはなりません。 

• また、例えば、セクシュアルハラスメントとパワーハラスメントが同時に発生する

ことや、一見パワーハラスメントと考えられる事案にセクシュアルハラスメントと

しての要素が含まれていることもあります。 

• このようなことを踏まえて、あらゆるハラスメントのない働きやすい職場づくりに

向けて、企業として総合的にハラスメント対策を講じるよう心がけましょう。 

 

                                                  
 
5 職場における妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関するハラスメント対策やセクシャルハラスメント対策は事業主の

義務です！！ 
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000137178.html 
 

     2.職場のパワーハラスメント対策の導入に当たって 
         2.2.パワーハラスメント対策の基本的枠組みの構築手順  

 

 

2.2. パワーハラスメント対策の基本的枠組みの構築手順 
個々の企業において、パワーハラスメント対策の基本的な枠組みを構築するためには、

「職場のパワーハラスメント対策ハンドブック」4、「職場のいじめ・嫌がらせ問題に関す

る円卓会議ワーキング・グループ報告」等で示されている以下の 7 つの取組（図 7 参照）

について、実施するとよいでしょう。 
 
 
 
 

 
 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 7 基本的なパワーハラスメント対策として取り組むべき項目 

                                                  
 
4 「職場のパワーハラスメント対策ハンドブック」は、厚生労働省のパワハラ総合情報サイト「あかるい職場応援団」か

ら無料でダウンロードすることができます。 
ダウンロード先：http://www.no-harassment.mhlw.go.jp/download 
 

予防するために 

① トップのメッセージ 
 組織のトップが、職場のパワーハラスメントは職場からなくすべき

であることを明確に示す 

② ルールを決める 
 就業規則に関係規定を設ける、労使協定を締結する 
 予防・解決についての方針やガイドラインを作成する 

③ 実態を把握する 
 従業員アンケートを実施する  

④ 教育する 
 研修を実施する  

⑤ 周知する 
 組織の方針や取組について周知・啓発を実施する 

 
 
 

⑥ 相談や解決の場を設置する 
 企業内・外に相談窓口を設置する、職場の対応責任者を決める  
 外部専門家と連携する  

⑦ 再発防止のための取組 
 行為者に対する再発防止研修等を行う  

解決するために 
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前述の 7 つの項目に取り組んで、企業としての基本的枠組みを 6 か月で構築するための

スケジュール例は、下記取組スケジュール例 1 のとおりです。また、一部の取組を既に実
施しており、4 か月でさらに活動を広げていく場合のスケジュール例は、下記取組スケジ
ュール例 2 のとおりです。 

このスケジュール例を参考に、企業の特性に合わせて取り組みましょう。 
 

• 取組スケジュール例 1：7 つの項目すべてを実施するケース 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• 取組スケジュール例 2：一部の取組を既に実施しており、さらに活動を広げていこうとするケース 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

それぞれの取組の詳細は、次ページ以降で述べます。 

     2.職場のパワーハラスメント対策の導入に当たって 
         2.2.パワーハラスメント対策の基本的枠組みの構築手順  

 

 （参考）職場におけるセクシュアルハラスメント及び妊娠・出産・育児休業等に関す

るハラスメント防止対策について 
• 職場におけるセクシュアルハラスメント及び妊娠・出産・育児休暇等に関するハラ

スメント防止対策として、以下の 11 項目（セクシャルハラスメントについては 10
項目）がすべての事業主に義務づけられています（男女雇用機会均等法第 11 条・第

11 条の２、育児・介護休業法第 25 条）。各職場で、「セクシュアルハラスメント

及び妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント防止規定」等の社内規定を設け

る、「セクシュアルハラスメントや妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント

は許しません！」といった文書を掲示する等の対応をしている場合、パワーハラス

メントについても併せて盛り込み、総合的に対応することが効果的でしょう。 

１ 事業主の方針の明確化及びその周知・啓発 

（１）①職場におけるセクシュアルハラスメントの内容・セクシュアルハラスメントがあってはならない旨の方針を 

    明確化し、管理・監督者を含む労働者に周知・啓発すること。 

   ②妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントの内容、妊娠・出産等に関する否定的な言動が職場にお 

    ける妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントの発生の原因や背景になり得ること、ハラスメントが 

    あってはならない旨の方針、制度等が利用できることを明確化し、管理・監督者を含む労働者に周知・啓 

    発すること。 

（２）セクシュアルハラスメントの行為者、妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントに係る言動を行った者に 

   ついては、厳正に対処する旨の方針・対処の内容を就業規則等の文書に規定し、管理・監督者を含む労 

   働者に周知・啓発すること。 

 

２ 相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備 

（３）相談窓口をあらかじめ定めること。 

（４）相談窓口担当者が、内容や状況に応じ適切に対応できるようにすること。また、広く相談に対応すること。 

 

３ 職場におけるハラスメントに係る事後の迅速かつ適切な対応 

（５）事実関係を迅速かつ正確に確認すること。 

（６）事実確認ができた場合には、速やかに被害者に対する配慮の措置を適正に行うこと。 

（７）事実確認ができた場合には、行為者に対する措置を適正に行うこと。 

（８）再発防止に向けた措置を講ずること。（事実が確認できなかった場合も同様） 

 

４ 職場における妊娠・出産・育児休業に関するハラスメントの原因や背景となる要因を解消するための措置

（※妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントについてのみ規定） 

（９）業務体制の整備など、事業主や妊娠した労働者その他の労働者の実情に応じ、必要な措置を講じること。 

 

５ １から４までの措置と併せて講ずべき措置 

（１０）相談者・行為者等のプライバシーを保護するために必要な措置を講じ、周知すること。 

（１１）相談したこと、事実関係の確認に協力したこと等を理由として不利益な取扱いを行ってはならない旨を 

    定め、労働者に周知・啓発すること。 
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       3.本マニュアルを活用した取組の実施        
       3.1.トップのメッセージ  

 

 

 パワーハラスメントは重要な問題である 

 パワーハラスメント行為は許さない 

 パワーハラスメント行為は見過ごさない 

 パワーハラスメント行為をしない 

 パワーハラスメント行為をさせない／放置しない 

 会社として、パワーハラスメント対策に取り組む 

 トップ自らパワーハラスメント対策に取り組む 

 今年度、重点的にパワーハラスメント対策に取り組む 

 従業員の意識向上を求める 

 パワーハラスメントがあったら相談を 

 相談者等に不利益な取扱いをしない 

 相談者等のプライバシーは守る 

 人権等の尊重 

 

 トップのメッセージの例 
トップのメッセージには、次のようなものがあります。パワーハラスメントだけにとら

われず、他のハラスメントについてもあわせてメッセージを発信するとよいでしょう。 

 ハラスメント行為は人権にかかわる問題であり、従業員の尊厳を傷つけ

職場環境の悪化を招く、ゆゆしき問題です。 

 当社は、ハラスメント行為は断じて許さず、すべての従業員が互いに尊

重し合える、安全で快適な職場環境づくりに取り組んでいきます。 

 このため、管理職を始めとする全従業員は、研修などにより、ハラスメ

ントに関する知識や対応能力を向上させ、そのような行為を発生させな

い、許さない企業風土づくりを心掛けてください。 

 

 

「トップのメッセージ」の各種のひな形（参考資料 1）を用意

しています。 

御利用ください。 

取組ツール 

     3.本マニュアルを活用した取組の実施 
         3.1.トップのメッセージ  

 

3. 本マニュアルを活用した取組の実施 
3.1. トップのメッセージ 
 

！  ポイント 

 パワーハラスメントは、企業のトップから全従業員が取り組む重要な会社の課題

であることを明確に発信しましょう。 

 パワーハラスメントの防止がなぜ重要なのか、その理由についても明確に伝えま

しょう。 

 メッセージの発信とともに、具体的活動が早期に実施できるよう、準備をしてお

きましょう。 

 

 トップのメッセージの効果 
企業として「職場のパワーハラスメントはなくすべきものである」という方針をトップ

のメッセージの形で明確に打ち出すことが望まれます。トップのメッセージは、方針やガ

イドライン、規程等と厳格に分ける必要はなく、それらをまたがるような位置付けであっ

ても問題ないでしょう。 
組織として、そのような方針が明確になることにより、相手の人格を認め、尊重し合い

ながら仕事を進める意識が育まれます。 
組織の方針が明確になれば、パワーハラスメントを受けた従業員やその周囲の従業員も、

問題点の指摘や解消に関して発言がしやすくなり、その結果、取組の効果がより期待でき

ます。 
 

 トップのメッセージに含まれる要素 
トップのメッセージに含め方がよいと考えられる要素には、次のようなものがありま

す。 
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       3.本マニュアルを活用した取組の実施        
       3.2.ルールを決める  

 

【就業規則本文中に、パワーハラスメントの禁止規定を定め、懲戒規定と連動させる例】 

 
 

(職場のパワーハラスメントの禁止) 
第○○条 職務上の地位や人間関係などの職場内の優越的な関係に基づいて、業務の適

正な範囲を超える言動により、他の労働者に精神的・身体的な苦痛を与えたり、就業

環境を害するようなことをしてはならない。 
(懲戒の種類) 
第○△条 会社は、従業員が次条のいずれかに該当する場合は、その情状に応じ、次の

区分により懲戒を行う。 
(略) 

(懲戒の事由) 
第□□条 従業員が、次のいずれかに該当するときは、情状に応じ、けん責、減給又は

出勤停止とする。 
(略) 

⑥ 第○○条に違反したとき 
2  従業員が次のいずれかに該当するときは、懲戒解雇とする。ただし、平素の服務態

度その他情状によっては、第○△条に定める普通解雇、前条に定める減給又は出勤停

止とすることがある。 
(略) 

⑩ 第○○条に違反し、その情状が悪質と認められるとき 

 

       3.本マニュアルを活用した取組の実施        
       3.2.ルールを決める  

 

3.2. ルールを決める 
 
！  ポイント 

 労使一体で取組を進めるために、労働協約や労使協定などでルールを明確化する

ことが効果的です。 

 罰則規定の適用条件や処分内容、また、相談者の不利益な取扱いの禁止などを明

確に定めましょう。 

 ルールは、従業員にとって分かりやすく、できる限り具体的な内容としましょ

う。 

 就業規則などにルールを盛り込む場合には、労働組合や労働者の代表などの意見

を聴くことが求められています。就業規則の変更の目的や意義を十分伝え、意見

交換した上でルールを決めましょう。 

 就業規則を変更した場合は、その内容の周知が義務付けられています。従業員へ

の説明会や文書の配布なども忘れず実施しましょう。 

 

 ルールの種類 
就業規則その他の職場の服務規律等を定めた文書で、パワーハラスメント行為を行って

いた者については、懲戒規定等に基づき厳正に対処する旨を定めます。このとき、パワー

ハラスメント防止についてより詳細な規定を定めたい場合は、就業規則に委任の根拠規定

を設けて、パワーハラスメント防止規程を定めることも有効です。 
また、職場のパワーハラスメント防止について、「労使協定」を締結し、労使で協力し

て取り組んでいる例もあります。 
 

 ルールの例 
就業規則、労使協定の例を、次に掲載しますので参考にしてください。 
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3.2. ルールを決める 
 
！  ポイント 

 労使一体で取組を進めるために、労働協約や労使協定などでルールを明確化する

ことが効果的です。 

 罰則規定の適用条件や処分内容、また、相談者の不利益な取扱いの禁止などを明

確に定めましょう。 

 ルールは、従業員にとって分かりやすく、できる限り具体的な内容としましょ

う。 

 就業規則などにルールを盛り込む場合には、労働組合や労働者の代表などの意見

を聴くことが求められています。就業規則の変更の目的や意義を十分伝え、意見

交換した上でルールを決めましょう。 

 就業規則を変更した場合は、その内容の周知が義務付けられています。従業員へ

の説明会や文書の配布なども忘れず実施しましょう。 

 

 ルールの種類 
就業規則その他の職場の服務規律等を定めた文書で、パワーハラスメント行為を行って

いた者については、懲戒規定等に基づき厳正に対処する旨を定めます。このとき、パワー

ハラスメント防止についてより詳細な規定を定めたい場合は、就業規則に委任の根拠規定

を設けて、パワーハラスメント防止規程を定めることも有効です。 
また、職場のパワーハラスメント防止について、「労使協定」を締結し、労使で協力し

て取り組んでいる例もあります。 
 

 ルールの例 
就業規則、労使協定の例を、次に掲載しますので参考にしてください。 
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(懲 戒) 
第 4 条 前条に定める禁止行為に該当する事実が認められた場合は、就業規則第○

○条及び第△△条に基づき懲戒処分の対象とする。 
(相談及び苦情への対応) 
第 5 条 パワーハラスメントに関する相談及び苦情の相談窓口は本社及び各事業場

で設けることとし、その責任者は人事部長とする。人事部長は、窓口担当者の名

前を人事異動等の変更の都度、周知するとともに、担当者に対する対応マニュア

ルの作成及び対応に必要な研修を行うものとする。 
2  パワーハラスメントの被害者に限らず、すべての従業員はパワーハラスメント

に関する相談及び苦情を窓口担当者に申し出ることができる。 
3  相談窓口担当者は、前項の申し出を受けたときは、対応マニュアルに沿い、相

談者からの事実確認の後、本社においては人事部長へ、各事業場においては所属

長へ報告する。人事部長又は所属長は、報告に基づき、相談者のプライバシーに

配慮した上で、必要に応じて行為者、被害者、上司並びに他の従業員等に事実関

係を聴取する。 
4  前項の聴取を求められた従業員は、正当な理由なくこれを拒むことはできな

い。 
5  所属長は、対応マニュアルに基づき人事部長に事実関係を報告し、人事部長は、

問題解決のための措置として、前条による懲戒のほか、行為者の異動等被害者の

労働条件及び就業環境を改善するために必要な措置を講じる。 
6  相談及び苦情への対応に当たっては、関係者のプライバシーは保護されるとと

もに、相談をしたこと、又は事実関係の確認に協力したこと等を理由として不利

益な取扱いは行わない。 
(再発防止の義務) 
第 6 条 人事部長は、パワーハラスメントが生じたときは、職場におけるパワーハ

ラスメントがあってはならない旨の方針及びその行為者については厳正に対処

する旨の方針について、再度周知徹底を図るとともに、事案発生の原因の分析、

研修の実施等、適切な再発防止策を講じなければならない。 
 
附則 ○年○月○日より実施 
 

出典：「職場のパワーハラスメント対策ハンドブック」 
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【就業規則に委任規定を設けた上で、詳細を別規程に定める例】 

就業規則本体に委任の根拠規定を定め、これに基づいた別規程を定めます。この場合、

別規程も就業規則に含まれます。 
 

【就業規則】 

(パワーハラスメントの禁止) 
第□□条 パワーハラスメントについては、第○○条(服務規律)及び第△△条(懲戒)

のほか、詳細は「パワーハラスメントの防止に関する規程」により別に定める。 

パワーハラスメントの防止に関する規程 

 

(目 的) 
第 1 条 この規程は、就業規則第□□条に基づき、職場におけるパワーハラスメン

トを防止するために従業員が順守すべき事項及び雇用管理上の措置について定

める。 
(定 義) 
第 2 条 パワーハラスメントとは、同じ職場で働く者に対して、職務上の地位や人

間関係などの職場内の優位性を背景に、業務の適正な範囲を超えて、精神的・身

体的苦痛を与える又は職場環境を悪化させる行為をいう。 

2  前項の「職務上の地位や人間関係などの職場内の優位性を背景に」とは、直属

の上司はもちろんのこと、直属の上司以外であっても、先輩後輩関係などの人間

関係により、相手に対して実質的に影響力を持つ場合のほか、キャリアや技能に

差のある同僚や部下が実質的に影響力を持つ場合を含むものとする。 

3  第 1 項の「職場」とは、勤務部署のみならず、従業員が業務を遂行するすべて

の場所をいい、また、就業時間内に限らず実質的に職場の延長とみなされる就業

時間外を含むものとする。 

4  この規程の適用を受ける従業員には、正社員のみならず、パートタイム労働者、

契約社員等名称のいかんを問わず会社に雇用されているすべての労働者及び派

遣労働者を含むものとする。 
(禁止行為) 
第 3 条 前条第 1 項の規定に該当する行為を禁止する。 

2  上司は、部下である社員がパワーハラスメントを受けている事実を認めなが

ら、これを黙認する行為をしてはならない。 
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2  上司は、部下である社員がパワーハラスメントを受けている事実を認めなが
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(相談・苦情の申立て) 
第 6 条 パワーハラスメントを受けていると思う者、又はその発生のおそれがある

と思う者は、相談窓口、苦情処理委員会、相談ホットラインを利用して書面又は

口頭で申し出ることができる。また、申し出は被害を受けている者だけではなく、

他の者がその者に代わって申し出ることもできる。 
(苦情の処理) 
第 7 条 苦情の申立てを受けたときは、関係者から事情聴取を行うなど適切に調査

を行い、迅速に問題の解決に努めなければならない。 
苦情処理に当たっては、当事者双方のプライベートに配慮し、原則として非公開

で行う。 
(不利益取扱いの禁止) 
第 8 条 会社は、職場におけるパワーハラスメントに関して相談をし、又は苦情を

申し出たこと等を理由として、その者が不利益を被るような対応をしてはならな

い。 
△△年△△月△△日 
○○株式会社 
代表取締役社長 ○○○○ 
○○労働組合 
中央執行委員長 ○○○○ 
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【労使協約等の労使協定の例】 

企業と労働組合（労働組合がない場合は、労働者の過半数を代表する者）との間で、パ

ワーハラスメントの防止に関する協定を締結します。労使で協力して取り組むことは、職

場のパワーハラスメントを防止する上で大きな効果が期待できます。 
 

パワーハラスメント防止に関する協定書 

 

株式会社○○(以下｢会社｣という｡)と○○労働組合(以下｢組合｣という｡)は、パワーハラ

スメントの防止に関し、下記のとおり協定する。 
(目的) 
第 1 条 会社及び組合は、パワーハラスメントの問題を認識し、労使協力してその行

為を防止し、パワーハラスメントのない快適な職場環境の実現に努力する。 
(定義) 
第 2 条 この協定において、職場のパワーハラスメントとは、同じ職場で働く者に対

して、職務上の地位や人間関係などの職場内の優位性を背景に、業務の適正な範囲

を超えて、精神的・身体的苦痛を与える又は職場環境を悪化させる行為をいい、会

社及び組合は、その防止に努めるものとする。 
(パワーハラスメントの禁止) 
第 3 条 従業員は、いかなる場合においても、以下に掲げる事項に該当するパワーハ

ラスメント行為を行ってはならない。 
① 暴行・傷害等身体的な攻撃を行うこと 
② 脅迫・名誉棄損・侮辱・ひどい暴言等精神的な攻撃を行うこと 
③ 隔離・仲間外し・無視等人間関係からの切り離しを行うこと 
④ 業務上明らかに不要なことや遂行不可能なことの強制、仕事の妨害等を行うこ

と 
⑤ 業務上の合理性なく、能力や経験とかけ離れた程度の低い仕事を命じることや

仕事を与えないこと 
⑥ 私的なことに過度に立ち入ること 
⑦ その他前条に該当する行動を行うこと 

(方針の明確化及びその周知・啓発) 
第 4 条 会社は、職場におけるパワーハラスメントに関する方針を明確にし、全従業

員に対してその周知・啓発を行う。 
(相談・苦情の対応) 
第 5 条 会社は、パワーハラスメントを受けた従業員からの相談・苦情に対応する相

談窓口を社内又は社外に設置し、相談窓口の設置について従業員に周知を図る。ま

た、会社は、相談・苦情に対し、その内容や状況に応じ迅速かつ適切に対応する。 
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(相談・苦情の申立て) 
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為を防止し、パワーハラスメントのない快適な職場環境の実現に努力する。 
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第 2 条 この協定において、職場のパワーハラスメントとは、同じ職場で働く者に対
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       3.本マニュアルを活用した取組の実施        
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 実態把握アンケートの項目例 
実態把握のための事前調査の項目例を以下に示します（表 4 参照）。また、取組の効果

を把握するために適した事後調査の項目例を次ページに示します（表 5 参照）。設問内容

や選択肢は、参考資料 2 を御参照ください。 
表 4 取組実施前の実態把握のための質問項目（事前調査） 

回答者の属性に関する質問（回答者名を記載しない） 
Q1. 勤続年数 
Q2-1. 役職 
Q2-2. 管理している従業員数  
職場の人間関係に関する質問 
Q3. 職場の人間関係の評価 
パワーハラスメントに関する経験 
Q4.(Q1) 過去 3 年間にパワーハラスメントを受けたと感じた経験 
Q5.(Q2) パワーハラスメントのタイプ（6 類型） 
Q6.(Q3) パワーハラスメントの具体的な内容 
Q7.(Q4) 行為者とあなたの関係 
Q8.(Q5) パワーハラスメントを受けた後の行動 
Q9.(Q6) 過去 3 年間にパワーハラスメントを見たり、相談を受けた経験 
Q10.(Q7) 見たり相談を受けたパワーハラスメントのタイプ（6 類型） 
Q11.(Q8) 見たり相談を受けたパワーハラスメントの具体的な内容 
Q12.(Q9) 見たり相談を受けたパワーハラスメントの行為者と被行為者の関係 
Q13. パワーハラスメントを見たり、相談を受けた後の行動 
Q14. 過去 3 年間にパワーハラスメントをしたと感じた経験 
管理職の意識、行動 
Q15. 過去 3 年間に部下にしたことのある行為 
Q16. パワーハラスメントに関して普段から気を付けていること 
会社のパワーハラスメントに対する取組 ※Q17-Q19-2 は企業の取組状況に応じて適宜修正 
Q17. 会社のパワーハラスメントへの取組状況（個別評価） 

・パワーハラスメントをしてはいけない行為とし、働きやすい職場環境づくりに努めているか 
・パワーハラスメントに関する相談先を知っているか 
・パワーハラスメントに関して、安心して相談できる状況になっているか 
・パワーハラスメントに関する相談を受けた後、相談窓口はパワーハラスメントの有無についての調 
 査を行っているか 
・パワーハラスメント行為を確認した際に、行為者に対し適正に対処していると思うか 
・パワーハラスメント行為を確認した際に、被害者に対し適正に対処していると思うか 
・経営者・管理職は、パワーハラスメントに該当する行為をしないよう意識しているか 
・同僚は、パワーハラスメントに対する理解、認識がしっかりしているか 

Q18. 会社のパワーハラスメントへの取組状況（全体評価） 
Q19-1. 会社のパワーハラスメント対策の各種取組に対する認知 
Q19-2. パワーハラスメント対策の取組の効果 
Q20. 会社がパワーハラスメント対策に取り組むことの必要性 
Q21. Q20 の回答理由 
Q22. 会社が実施した方がよいと思うパワーハラスメント対策の取組 
Q23.(Q10) 会社への要望 

( )内の項目番号は、回答者の負担を軽減し、最低限の実態把握を行いたい場合（簡易版）

の項目です。詳細は参考資料 2※をご参照ください。 

       3.本マニュアルを活用した取組の実施        
       3.3.実態を把握する  

 

 

3.3. 実態を把握する 
 
！  ポイント 

 アンケートでの実態把握は、対象者が偏ることがないようにしましょう。 

 より正確な実態把握や回収率向上のために、匿名での実施が効果的です。 

 従業員向けの相談窓口を設置している場合は、アンケートと合わせて必ず相談窓口

を紹介しましょう。 

 アンケート以外の方法として、安全管理者や産業医へヒアリングしたり、評価面接

など個人面談の際に自己申告項目に入れるなど、複数の方法で行うことも有効で

す。 

 

 実態把握の方法とタイミング 
職場のパワーハラスメント防止対策を効果的に進められるように、職場の実態を把握す

るためのアンケート調査を早い段階で実施します。アンケート調査は、パワーハラスメン

トの有無や従業員の意識の把握に加え、パワーハラスメントについて職場で話題にしたり、

働きやすい職場環境づくりについて考える貴重な機会にもなります。 
調査手法としては、紙や電子ファイルでの実施に加え、インターネット上で実施する仕

組みもあります。インターネット上では、無料又は低額のアプリケーションサービスプロ

バイダーを利用し、簡便にアンケートを作成・実施することができます。 
本マニュアルに沿って、パワーハラスメント防止対策の枠組みを構築した場合は、構築

後に再度アンケート調査を実施することで、効果を検証するとよいでしょう。 
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 実態把握アンケート結果の利用 
アンケート調査を実施しておきながら、その後のアクションがなければ従業員に不信感

を抱かせることになります。アンケート結果を公表して従業員の意識を高めることに利用

したり、分析結果に応じた取組を始めるなど、アンケート実施後の対応が必要です。 
アンケート調査により、職場においてパワーハラスメントが多く発生しているというこ

とが判明した場合は、原因を究明し、後述の「3.7. 再発防止のための取組」に記載の「職

場環境の改善」のための取組を検討しましょう。 
前述の実態把握アンケートの例では、パワーハラスメントを受けたり見たりした経験を

聞いています。ある行為がパワーハラスメントであるかどうかは、回答者によって認識が

異なるものですので、結果の分析の際には留意する必要があります。 
 
 
 
 
  

「アンケート実施マニュアル」（参考資料 2）※を用意しています。 

その中には、 

・「取組実施前の実態把握アンケート（事前調査）」のひな形 

・「取組実施後の効果把握アンケート（事後調査）」のひな形 

・それぞれの簡易版のひな形 

を盛り込んでいます。 

また、集計担当者のための「アンケート集計シート（事前調査・ 

簡易版用）」をポータルサイトあかるい職場応援団からダウンロード

できます。自社の状況にあわせて御利用ください。 
 
  ※参考資料２「アンケート実施マニュアル」は、厚生労働省のパワハラ総合情報サイト 

   「あかるい職場応援団」から無料でダウンロードすることができます。 

    ダウンロード先：https://www.no-harassment.mhlw.go.jp/download 

 

取組ツール 

       3.本マニュアルを活用した取組の実施        
       3.3.実態を把握する  

 

表 5 取組実施後に効果を把握するための質問項目（事後調査） 

回答者の属性に関する質問（回答者名を記載しない） 
Q1. 勤続年数 
Q2. 役職 
Q3. 管理している従業員数 
Q4.(Q1) 過去 3 年間にパワーハラスメントを受けたり、見たり、相談を受けた経験 
会社のパワーハラスメントに対する取組の評価 ※Q5-Q14、Q17-Q19 は企業の取組状況に応じて適宜修正 
Q5. 会社のパワーハラスメント対策の各種取組に対する認知 
Q6. トップメッセージを読んだか 
Q7. パワーハラスメントに関するルールに対する評価 
Q8. パワーハラスメントに関する実態調査（事前）への回答状況 
Q9.  パワーハラスメントに関する研修への参加状況 
Q10. パワーハラスメントに関する研修の評価 
Q11. パワーハラスメント防止・予防に関するポスターなどを見たか 
Q12. パワーハラスメントに関する相談窓口の認知と利用状況 
Q13.(Q2) パワーハラスメントの予防・解決のために実施している各種取組の効果 
Q14.(Q3) パワーハラスメントの予防・解決のために実施している取組の中で最も役に立つと思う取組 
Q15.(Q4) 会社のパワーハラスメントへの取組状況（全体評価） 
Q16. 会社がパワーハラスメントの予防・解決の取組を続けることに対する評価 
Q17. 会社のパワーハラスメント対策の取組の中で、特に見直した方がよい取組 
Q18. Q17 で挙げた取組の改善すべき点 
Q19. パワーハラスメントの予防・解決のために、会社が継続的に取り組んだ方がよい取組 
Q23. 今後新たに実施した方がよいと思う取組 
会社のパワーハラスメントに対する取組を進めたことによる職場等の変化 
Q20.(Q5) 会社がパワーハラスメントの予防・解決の取組を進めたことで、自分自身や職場に変化が出てきたと

感じるか 
Q21.(Q6) 会社がパワーハラスメントの予防・解決の取組を進めたことで、自分自身や上司が気を付けるように

なったり、気にするようになったりしたことはあるか 
Q22.(Q7) 会社に今後新たに取り組んでほしい施策 

( )内の項目番号は回答者の負担を軽減し、最低限の効果測定を行いたい場合（簡易版）

の項目です。詳細は参考資料 2※をご参照ください。 
 

※参考資料２「アンケート実施マニュアル」は、厚生労働省のハラスメント総合情報サイト「あかるい職場応援団」から

無料でダウンロードすることができます。 

ダウンロード先：https://www.no-harassment.mhlw.go.jp/download 
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会社のパワーハラスメントに対する取組の評価 ※Q5-Q14、Q17-Q19 は企業の取組状況に応じて適宜修正 
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※参考資料２「アンケート実施マニュアル」は、厚生労働省のハラスメント総合情報サイト「あかるい職場応援団」から
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       3.本マニュアルを活用した取組の実施        
       3.4.教育する  

 

 パワーハラスメントの具体事例を確認し、パワーハラスメントと業務上の指導との

違いを認識する 

 パワーハラスメントの予防方法を認識する 

 パワーハラスメントに関係する自社のルール（規定、相談窓口など）を確認する 

 トップメッセージ 

など 

 

 研修の実施方法 
• 各研修は、下記に示した取組ツールを活用すれば、                              

従業員を講師として実施することが可能です。 

• また、「あかるい職場応援団」              
（https://www.no-harassment.mhlw.go.jp/）の動画                            
やオンライン研修講座などを利用してもよいでし                            
ょう。 

• 職場の状況によっては、集合研修が難しい場合が                            
あります。その場合は下記に示した取組ツールを                              
利用し、資料を対象者に渡し、自習形式で行うと                            
いう方法があります。 

• 社会保険労務士等の専門家に、講師を依頼することも考えられます。 

• 企業によっては、パートタイム労働者などに対して研修の時間がとれない場合が

あります。その場合は、入社時に相談窓口の説明をする、ポスター等による周知

活動を強化するなど、研修以外の取組にも力を入れるとよいでしょう。 
 

 

「管理職向け研修資料」（参考資料 3）、 

「従業員向け研修資料」（参考資料 4）、 

「管理職向け自習用テキスト」（参考資料 5）、 

「従業員向け自習用テキスト」（参考資料 6）を用意しています。 

御利用ください。 
    ※参考資料４「従業員向け研修資料」、参考資料５「管理職向け自主用テキスト」    

     参考資料６「従業員向け自習テキスト」は、厚生労働省のハラスメント総合情報サ 

     イト「あかるい職場応援団」から無料でダウンロードすることができます。 

     ダウンロード先：https://www.no-harassment.mhlw.go.jp/download 

 

取組ツール 

       3.本マニュアルを活用した取組の実施        
       3.4.教育する  

 

3.4. 教育する 
 
！  ポイント 

 教育のための研修は、可能な限り全員が受講し、かつ定期的に実施することが重

要です。中途入社の従業員にも入社時に研修や説明を行うなど、漏れなく、全員

が受講できるようにしましょう。 

 管理監督者と一般従業員に分けた階層別研修の実施が効果的です。ただし、企業

規模が小さいなどの場合は、管理監督者と一般従業員が一緒に研修を受講しても

よいでしょう。 

 研修内容には、トップのメッセージ内容を含めるとともに、会社のルールの内容、

取組の内容や具体的な事例を加えると効果的です。 

 

 

 教育のための研修の内容 
• 予防対策で最も一般的で効果が大きいと考えられる方法が、教育のための研修の実

施です。研修は、可能な限り対象者全員に受講させ、定期的に、繰り返して実施す

るとより効果があります。 

• 研修は以下のように、管理監督者向けと一般従業員向けに分けて実施すると効果的

です。ただし、企業規模が小さいなどの状況によっては、区分けせずに行うことも

考えられます。 

 管理監督者向け研修 

 パワーハラスメントとは何か（定義・行為類型）を確認する 

 パワーハラスメントの社会的な現状を様々なデータを基に認識する 

 パワーハラスメントの行為者、会社の責任について確認する 

 パワーハラスメントの具体事例を確認し、パワーハラスメントと業務上の指導との

違いを認識する 

 パワーハラスメントの予防方法を認識する 

 パワーハラスメントに関係する自社のルール（規定、相談窓口など）を確認する 

 トップメッセージ 

など 

 一般従業員向け研修 

 パワーハラスメントとは何か（定義・行為類型）を認識する 

 パワーハラスメントが与える影響について認識する 

 パワーハラスメントの行為者、会社の責任について認識する 
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       3.本マニュアルを活用した取組の実施        
       3.5.周知する  

 

頻度としては、年 2 回（半年に 1 回）程度、定期的にメッセージを発信すると

よいでしょう。 
 

 人事部門や組織長による具体的取組内容の説明会の実施 

トップのメッセージ発信に伴い、具体的な会社の取組を、人事部門や組織長か

ら説明を行うことが望まれます。その際には、効果を高めるための工夫が必要で

す。具体的には以下のような工夫があります。 

・パワーハラスメントの定義、具体的な例などを盛り込む 

・取組の意義、目的を明確に伝える 

－人権の尊重、働きやすい職場づくり、組織の活性化、人材の維持/定着率の

向上など 

・パワーハラスメントが発生することによるデメリットを伝える 

－組織の停滞、従業員相互間の不信感の増大、人材の流出、業績への影響な

ど 

・（過去の）社内又は外部のパワーハラスメントの具体例を紹介する 

・就業規則に罰則規定があれば、その具体的な内容を説明する 

 
 相談窓口の案内 

相談窓口に関して、どのように利用できるかや、相談者が守られ安心して相談

できる窓口であることを、ポスターなどの掲示で周知します。さらに、従業員の

意識を高め、窓口の存在や取組を知ってもらうために、従業員に名刺大の携帯用

カードを配布している例もあります。 

 

 
携帯用カードの例 

 出典：「職場のパワーハラスメント対策ハンドブック」 

       3.本マニュアルを活用した取組の実施        
       3.5.周知する  

 

 

3.5. 周知する 
 

！  ポイント 

 組織の方針、ルールや相談窓口などについて、積極的に、周知に取り組みましょ

う。 

 周知と具体的な取組が一体となったものとなるようにしましょう。 

 計画的かつ継続した周知を実施していきましょう。 

 
 周知の目的 

• パワーハラスメントの防止に向け、組織の方針、ルールなどとともに、相談窓口や

その他の取組について周知することが必要です。この周知は、単にポスターなどで

伝えるだけではなく、会社が本気で取り組んでいることや、その取組内容を理解し

てもらえるものでなければなりません。就業規則のように従業員の給料や休暇など

待遇にかかわるものであれば、掲示やパソコンなどにデータとして開示し、自らが

必要に応じ見ることができるようにする方法もありますが、パワーハラスメントの

防止のためには、より積極的、能動的な周知が必要です。 

• 周知を確実なものにするためには、各種取組を目に見える形で実施し、従業員に、

会社が真剣に取り組んでいることを実感してもらうことが必要です。そのためにも、

トップのメッセージやルール、パワーハラスメント防止対策の取組意義などを従業

員にしっかり伝え、理解してもらうことが重要です。また、周知を確実なものにす

るための手段として、「3.4.教育する」で示した研修などの教育も効果的と言えま

す。 

 
 周知の手段 

• 周知の手段としては以下のようなものが考えられます。 

 トップ自らが、取組方針を周知 
トップの関与が重要であることは言うまでもなく、 

・トップ自らが取り組む重要課題であること 
・組織一体として取り組む課題であること 

を明確に示すことが必要です。 
 

また、役員、部長クラスなど経営に近い立場にいる者は、自らも、「パワーハ

ラスメント防止対策・撲滅など」の発信を行うことが効果的です。 
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3.6. 相談や解決の場を提供する 
 
！  ポイント 

 従業員が相談できるように相談窓口を設置しましょう。 

 相談しやすくするために、相談者の秘密が守られることや不利益な取り扱いを受

けないこと、相談窓口でどのような対応をするかを明確にしておきましょう。 

 相談対応は以下の流れで行いましょう。 

１）相談窓口（一次対応） 

２）事実関係の確認 

３）とるべき措置の検討 

４）行為者・相談者へのフォロー 

５）再発防止策の検討 

 

 

 相談窓口の設置 
• 従業員が相談しやすい相談窓口を設置し、できるだけ初期の段階で気軽に相談でき

るしくみを作りましょう。 

• 相談窓口には、内部相談窓口と外部相談窓口があります。それぞれの窓口がパワー

ハラスメントを含めたさまざまな相談に対応できると、相談しやすくなります。 

《内部相談窓口の設置（例）》 
 管理職や従業員をパワーハラスメント相談員として選任して相談対応 

 人事労務担当部門 

 コンプライアンス担当部門/監査部門/人権（啓発）部門/法務部門 

 社内の診察機関、産業医、カウンセラー 

 労働組合 

 

《外部相談窓口の設置（例）》 
 弁護士や社会保険労務士の事務所 

 ハラスメント対策のコンサルティング会社 

 メンタルヘルス、健康相談、ハラスメントなど相談窓口の代行を専門に行っている企業 

   

 

 

       3.本マニュアルを活用した取組の実施        
       3.5.周知する  

 

 ポスターの掲示 
同じポスターを掲示し続けるのではなく、年に 1 回程度作り替え、張り替える

と周知効果が高まります。 
パワーハラスメントのみのポスターに加えて、働きやすい職場づくりに関連す

る他のポスター（セクシュアルハラスメント、健康相談など）があれば、それに

も併記し、周知の機会を増やすことも考えられます。ポスターには、相談窓口の

連絡先は必ず記載するようにしましょう。 

 

 

ポスターの例 

 
 その他の周知 

労使での協力ができれば、労働組合などの冊子を活用することも一案です。ま

た、評価面接・個人面談などで上司から伝えるようにすることで、会社としての

取組の中での周知であることを示すことができます。 
 
 
 
 

 

 

「周知用ポスター」（参考資料 7）及び「周知用手持ちカード」

（参考資料 8）のひな形を用意しています。 

御利用ください。 

取組ツール 
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 相談対応手順 

• 相談窓口（一次対応）から再発防止策として、例えば、以下のような流れが考えら

れます。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 相談への対応の流れ（例） 

 
 相談窓口（一次対応） 

• 相談しやすくするために、相談者の秘密が守られることや不利益な取り扱いを受け

ないこと、相談窓口でどのような対応をするかを明確にしておきましょう。 
 相談窓口は、相談窓口・担当者を明示し、相談方法は、面談に限定せず、電話や手紙・電

子メール等でも可能な体制とするとよいでしょう。 
 相談者や相談内容の事実関係の調査に協力した人が不利益な取扱いを受けることがないよ

うにして、その旨を従業員に周知しておくことが必要です。 
 相談者が相談しやすいようにするために、プライバシーが確保できる部屋を準備しましょ

う。また、秘密が守られることや相談窓口でどのような対応をするか明確にしておきまし

ょう。 
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 相談担当者の役割 
• 相談担当者の役割には、相談の受付(一次対応）という役割に限る場合と、相談の受

付（一次対応）だけでなく、事実確認なども行う役割がある場合があります。相談

の受付（一次対応）という役割に限る場合は、その後の事実関係の調査等は、人事

担当部署などに引き継ぐ仕組みとしてもよいでしょう。 

• 組織内に相談窓口を設置する場合、相談担当者が十分な対応スキルを持てるよう、

本マニュアルの研修資料（参考資料３、４、５、６）※や「相談窓口（一次対応）

担当者のためのチェックリスト」（参考資料１０）を活用し、対応の流れ、対応の心

構えなどを理解させることが重要です。 
※参考資料４、５、６については、ポータルサイト「あかるい職場応援団」からダ

ウンロードの上ご活用ください。 
    ダウンロード先： https://www.no-harassment.mhlw.go.jp/download 

• 例えば、セクシュアルハラスメントとパワーハラスメントが複合的に発生する場合

や、一見パワーハラスメントと考えられる事案にセクシュアルハラスメントとして

の要素が含まれていることなども考えられることから、相談窓口担当者は自分のパ

ワーハラスメントのイメージにとらわれず、事実関係の把握に努めましょう。 

• 相談窓口担当者が人事異動などにより交代する場合は、引き継ぎ（相談対応の状況

や留意点）を行うようにしましょう。 

• 定期的に知識やスキルのブラッシュアップのため、他の研修（労務管理に関する研

修やコンプライアンスの研修）の機会を活用して、相談窓口担当者への研修を行う

ことも有効です。社内で研修の開催が難しい場合は、社外の類似の研修を受講して

もよいでしょう。 

 

 相談担当者の人選 
• 組織内に相談窓口を設置する場合、相談担当者が十分な対応スキルを持てるよう、

相談担当者は、ハラスメントや人権問題に対する十分な理解を持つ者を選任します。 

• 中立的な立場で相談を受け、解決に向けて取り組むことができる人材を選出する必

要があります。 

• 相談担当者として、男女共含めた複数の担当者を選任するとより良いでしょう。 

• 小規模事業者等で、複数の担当者を選任できない場合は、予め相談窓口の担当者が

連携できる体制（外部機関等）を整備しておくことも大切です。 
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第三者への事実確認の実施例 
～相談者と行為者の主張が一致しない場合～ 

 

上司が「相談者の作った資料を丸めて投げつけてくる」、「シャープペンの芯で頭をつついてくる」

等の行為を行うという相談が窓口にありました。 

相談者と面談を行ったところ、日常的に行為を受けているとのことであり、日々身体的苦痛を感

じている様子でした。相談者の了解の下、相談担当者と人事部の担当部長の 2名で行為者に事実

確認を行うこととしました。 

行為者は、コミュニケーションの一環として、日頃からボディランゲージ（身体的な接触）を行った

事実は認めたものの、相談があった「資料を投げつける」等の行動はしていないと主張しました。 

また、行為者は、相談者との関係性は良好であると認識していました。また、相談者の作るひど

い資料を丁寧に添削してきたとも話しました。 

相談者と行為者との間の事実認識が一致しなかったことについて、相談者に改めて説明を行

い、相談者と今後の対応を再考した結果、職場の第三者にも事実調査を実施することとしました。 

職場への事実調査は、行為者の上司にあたる担当部長Ａ、行為者・相談者と業務上接点がある

同じオフィスで働く同僚Ｂ、同僚Ｃの 3 人に対して事実調査のヒアリングを行いました。3 人には、事

前に 3 人にだけ話を聞くことと、守秘義務厳守である旨を伝えて行いました。 

まずは担当部長Ａへ事実確認を行ったところ、行為者が日頃から厳しい言葉で指導している状

況はある程度認識していたものの、相談者の資料がひどいことは前任の課長からも聞いており、

丁寧に指導しているという認識でした。 

次に、同僚Ｂに事実確認を行ったところ、行為者が相談者に、「頭を叩く」、「肩を突き飛ばす」等

の場面をしばしば目撃していました。行為は、夜遅い時間帯に行われることが多く、「指導」を超え

ているのではないかと思っていたと話しました。同僚Ｃへの事実確認からも、同僚Ｂと同様の意見

が出ました。行為は、担当部長Ａの目に触れない夜間帯で行われていたため、担当部長Ａは把握

できていませんでした。 

職場への調査結果を受けて、相談者の申告どおり、日頃から身体的な苦痛を受けている状況で

あると会社が判断しました。 

環境改善のため、相談者の要望も踏まえ、業務上、行為者との接触を断つような配置換えを行

いました。 

       3.本マニュアルを活用した取組の実施        
       3.6.相談や解決の場を提供する  

 

• 人事担当や相談者の上司・カウンセラー等と連携し、適切な対応が取れるよう、

あらかじめフォロー体制を整備しておくとともに、相談者のみでなく、第三者、

行為者からの相談も受け付けられるようにします。 

• 相談窓口（一次対応）担当者の心構えとして、相談者の話をゆっくり、時間をかけ

て聴いて、内容の確認を急ぐあまり、話をせかすようなことはしないようにしま

しょう。ただし、1 回の相談時間は長くても 50 分程度としましょう。相談が 1 回

で終わらない場合は、次の相談日を設定して切り上げることにより、相談者が気

持ちを切り替える時間や冷静な時間をもつことになり、相談の効果を高めます。

そのため、１回の相談時間は 50 分程度であることを事前に相談者に伝えて、開始

するとよいでしょう。 

• 軽微と思われる内容であっても、深刻な問題が潜んでいる場合や、この段階での

対応次第で、相談者の不信感を生み、問題解決に支障が出るばかりか、会社に対

する不信感が生じる可能性があります。加えて、相談窓口担当者は、相談者の話

を傾聴する姿勢が大切であることを認識し、詰問にならないように注意する必要

があります。 

• 相談者から「死にたい」などと自殺を暗示する言動があった場合には、産業医など

の医療専門家等へのルートを確立しておくことも大切です。 

 事実関係の確認 

• 相談者の了解を得た上で、行為者や第三者に事実確認を行いましょう。 

• 行為者に対して事実確認を行う際には、中立的な立場で行為者の話を聴きましょ

う。また、相談者の認識に誤解があった場合にも、報復などは厳禁であることを

伝えましょう。 

• 相談者と相手の意見が一致しない場合には、同席者や目撃者は、同様のパワーハ

ラスメントを受けている者に事実関係の調査を行います。 

• 第三者に話を聞くことで、当該問題が外部に漏れやすくなるので、第三者にも守

秘義務について十分理解してもらい、事実確認を行う人数は、できる限り絞りま

しょう。 

• 相談者、行為者、第三者の意見が一致するとは限りません。それぞれの主張を合

理的に判断する情報と考えるようにしましょう。 
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行為者への対応例 ～パワーハラスメントがあったと判断できないが、 
事態が悪化する可能性がある例～ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 懲戒に値すると判断した場合 

• 企業秩序を維持するために必要であると考えられる場合には、懲戒処分を検討し

懲戒処分は、就業規則に基づき以下が考えられます。 
 減給 

 降格 

 けん責 

 出勤停止 

 諭旨解雇 

 懲戒解雇 

 

• 特に重大・深刻な場合、相談者が懲戒処分等を希望している場合は、相談の内容

によっては（被害が大きいケース、判断に迷うケース等）、手遅れにならないうち

に解決方法について弁護士や社会保険労務士に相談することをお薦めします。 
 

• 「パワーハラスメント相談記録票」、事実確認の結果は、訴訟に発展した場合の重

要な資料になりますから、プライバシーの保護に注意して保存します。 

上司に質問をしても「なぜわからないのか」と言われ、「頭が悪い」、「朝 10時に今日はもう帰って

もいい」などの罵声をこの半年毎日のように浴びせられているという相談が相談窓口にありまし

た。 

相談にあたっては、外に声が漏れない部屋を用意して、相談担当者男女 2 名が、落ち着いた気

持ちで話してもらえるように配慮しました。 

相談者が「会社としての対応」を希望したために、行為者に事実確認を行うこととしました。 

事実確認にあたっては、相談担当者1名と管理職への教育などを担当している人事部の副部長

の 2 名で対応することとしました。また、行為者には、秘密厳守であることと報復などがあってはな

らないことを最初に告げて事実確認を開始しました。 

行為者は、大きな声で叱ったり、指導したりした事実は認めたものの、それがパワハラに該当す

る罵声や罵倒にあたる言動であるという認識は持っていませんでした。そのため、相談者の了解を

得た上で、職場の第三者にも事実確認を行いましたが、外勤の多い営業職の従業員がほとんど

だったため、事実関係をはっきりと確認できませんでした。 

そこで、パワハラがあったと判断できないけれども、このままでは事態が悪化する可能性がある

として、部下に指導する際には、怒鳴ったり、人格を攻撃することは望ましくないこと、部下の仕事

の行い方にどのような問題があったのかを具体的に指摘し、改善することが上司の役割であるこ

と、について行為者と繰り返し話し合い、理解を促しました。 

複数回の話し合いの結果、行為者は次第に言動に変化がみられるようになっていきました。 

 

       3.本マニュアルを活用した取組の実施        
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 行為者・相談者へのとるべき措置 

 対応案の検討 
• 会社としてどのような対応をとるかは、パワーハラスメントの定義や行為類型と

照らし合わせて、以下の要素を踏まえて検討を行います。 
 相談者の被害の状況（身体的、精神的な被害の度合い） 
 相談者、行為者、第三者への事実確認の結果 

 相談者と行為者の人間関係 
 当該行為の目的や動機 
 時間や場所 
 該当行為の程度（質）や頻度（量） 

 相談者及び行為者のそれぞれの行動や発言に問題があったと考えられる点 
 パワーハラスメントについての就業規則の規定内容 
 パワーハラスメントについての裁判例 
（どのような場合に企業や行為者の法的な責任が問われているか）ｍ 

 
《事実確認及び評価の結果》 
• 事実確認及び評価の結果には、次の 3 つのパターンが考えられます。 
 パワーハラスメントがあったと判断できる場合 
 パワーハラスメントがあったと判断することはできないが、そのままでは事態が悪化する

可能性があり、何らかの対応が必要な場合 
 パワーハラスメントの事実が確認・評価できない場合 

• 対応案としては、行為者又は相談者への注意・指導、行為者から相談者への謝罪、

人事異動、懲戒処分などが考えられます。 
• 対応案の検討に当たって、判断に迷った場合は顧問弁護士や社会保険労務士、弁

護士会の法律相談、都道府県労働局の総合労働相談コーナーに相談することが考

えられます。 
 
《パワーハラスメントがあったと判断することはできないが、そのままでは事態が悪化 

する可能性があり、何らかの対応が必要な場合の留意点》 
 この場合、対応案の検討にあたって重要なことは、パワーハラスメントに該当するかどう

かを判断することではなく、行為者の行動や発言（相談者に問題があった場合はその行動や

発言も含みます）にどのような問題があったのか、どうするべきであったのかを明確にする

ことです。 
 行動や発言にどのような問題があったのか具体的に明確にし、行為者に改善を促すことで、

事態が悪化する前にすみやかに解決につなげるようにしましょう。 
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懲戒処分の対応例 
～行為がエスカレートしていった事例～ 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

作業手順が遅い従業員を先輩従業員が暴言を吐くなどが頻繁にありました。 

最初は、作業手順などを丁寧に教えていましたが、なかなか作業を覚えない後輩従業員に対して、「お前

は本当にばかだ。早く辞めろ」などの暴言をするようになっていきました。それを見ていた同じ職場の同僚

は、上司に相談していましたが、先輩従業員が指導の一貫として行っている行為と見ており、特に対応をし

ていませんでした。しかし、先輩従業員の行為は次第にエスカレートし、暴言が連日続き、後輩従業員の作

業着や備品を蹴飛ばすなどの行為も見られたことから、同じ職場の同僚は心配になり、第三者として相談

窓口に通報を行いました。 

相談を受けた相談窓口の担当者は、総務部長と相談し、相談窓口担当者と総務部長で後輩従業員本人

(被害者)と同じ職場の 4～5 名に事実確認を行いました。 

事実確認を行った結果、1 年以上にわたる暴言がなされていたことがわかり、すぐに先輩従業員（行為

者）を自宅待機（処分確定ではないので、有給休暇扱い）とし、総務部長が先輩従業員（行為者）との面談を

重ねました。 

第三者から通報を受けてから 1 ヶ月程度の間に事実確認を行うとともに、就業規則に基づき、総務部長

が指名した懲戒委員会メンバーで処分の検討を行いました。 

結果、先輩従業員（行為者）と看過していた上司への懲戒処分ならびに先輩従業員（行為者）を別の支店

に異動させました。 

再発防止策として、従業員全員に対してパワハラへの理解を深めるための研修を行いました。 
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• 会社が相談者から民事訴訟を提起される恐れがある場合など、紛争の長期化を避

けるため、個別労働紛争解決制度のあっせん手続きや労働審判を活用することも

選択肢の一つです。 
 

 個別労働紛争解決制度のあっせん手続き 
あっせんは都道府県労働局に設置されている紛争調整委員会の委員（弁護士、大学教授、社

会保険労務士などの労働問題の専門家）が、事業主と労働者の双方の主張の要点を確かめ、紛

争当事者間の話合いを促進することにより、紛争の解決を図る制度です。双方から求められた

場合には具体的なあっせん案を提示します。当事者であっせん案が合意した場合は、民法上の

和解契約の効力を持ちます。利用は無料で全国の総合労働相談コーナーから申請が可能です。 
 
 その他の裁判外紛争解決手続き 
その他、ADR（Alternative Dispute Resolution）裁判外紛争解決手続きとして、以下の全

国の機関が行う調停やあっせん等を活用することも考えられます。 
（各都道府県の機関によっては手続きを実施していない場合もありますので、ご注意ください。） 

・ 弁護士会 
・ 司法書士会 
・ 日本産業カウンセラー協会 
・ 社会保険労務士会 
なお、サービス内容、制度の詳細や利用料については各機関・団体に直接お問い合わせくだ

さい。 
 

 労働審判 
労働審判手続は、労働審判官（裁判官）１人と労働関係に関する専門的な知識と経験を有す

る労働審判員２人で組織された労働審判委員会が、個別労働紛争を、原則として３回以内の期

日で審理し、適宜調停を試み、調停による解決に至らない場合には、事案の実情に即した柔軟

な解決を図るための労働審判を行うという紛争解決手続です。労働審判に対して当事者から異

議の申立てがあれば、労働審判はその効力を失い、労働審判事件は訴訟に移行します。 
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懲戒処分の対応例 
～行為がエスカレートしていった事例～ 
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行為者へのフォローアップ例 
～同じことを繰り返す行為者への対応例～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課長Ａが、部下を個室に呼び出して長時間怒鳴りつけることが日常的に行われており、職場に

来られなくなった部下が出てきてしまっているとの通報が窓口にありました。 

匿名による通報であったため、被害者本人による通報か、第三者による通報か確認できなかっ

たものの、相談窓口担当者と人事部との間で対応を検討し、状況を把握するために、行為者の上

司へ事実確認を行うこととしました。 

事実確認は、人権啓発室の室長と行為者の上司にあたる部長Ｂの２人の間で行われました。部

長Ｂは、状況をある程度把握していましたが、業務上必要な指導の範囲と認識。しかし、行為者は

課長に昇格して日が浅いこともあり、普段から行き過ぎた言動が見受けられ、部下への配慮が欠

けているとの意見が伺えたため、部長Ｂを通じて注意・指導を行うこととしました。 

課長Ａへの注意・指導は、周りに話が漏れないよう会議室を準備し、部長Ｂと課長Ａの２人で行

いました。部長Ｂが、怒鳴りつけることは業務上の指示・指導に必要なものではないことを伝え、今

後は慎むよう注意を行いました。課長Ａは、大声で叱った事実は認めたものの、業務遂行上必要

な処置であり、部下の業務の進め方では、納期に間に合わないとし、人格や尊厳を損なう言動は

ないと認識しており、当初は注意を受けていることに不服な様子が伺えました。 

しかし、部下に直接指示を行う立場にある課長として、相手の置かれた状況や心情、心身の調

子に十分な配慮が必要であることを丁寧に伝えていくことで、次第に通報内容を真摯に受け止め、

今後は言動を改めることを約束するに至りました。 

課長Ａには、管理職としてのスキル向上のためのリーダーシップ研修、アンガーマネジメント研

修、アサーション研修などの受講を指示するとともに、部長Ｂが日常的に納期に遅れる部下に対す

る指導方法を課長Ａと検討することとしました。 
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 行為者・相談者へのフォローアップ 
• 行為者・相談者の双方に対して、会社として取り組んだこと（事実関係についての

調査、対応の内容とその考え方）を説明し、理解を得るようにしましょう。 

• 行為者の行動や発言にどのような問題があったかを伝えて同様の問題が起こらな

いように継続的なフォローアップを行いましょう。 

• 同じことを繰り返す行為者の上長は、行為者の言動に目を配り、タイムリーに適

切なアドバイスを行うとともに、定期的な面談が必要です。たとえば、人事管理

上フラグを立てる等により、継続的なモニタリングを行い、フォローすることも

考えられます。加えて、行為者が、効果的な指導方法やコミュニケーションの手

法を継続的に学んでもらうことも考えられます。 

• 相談者にも仕事の行い方などに問題があった場合には、行動や発言にどのような

問題があったのかを伝えることで、今後同様の問題が起こらないようにしましょ

う。 

 

 

 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

「パワーハラスメント社内相談窓口の設置と運用のポイント」 

（参考資料 9）、「相談窓口（一次対応）担当者のためのチェック

リスト」（参考資料 10）、「パワーハラスメント相談記録票」（参考

資料 11）を用意しています。実際の事例を紹介しますので、参考

にしてください。 
    ※参考資料 9「パワーハラスメント社内相談窓口の設置と運用のポイント」は、厚生 

     労働省のハラスメント総合情報サイト「あかるい職場応援団」から無料でダウン 

     ロードすることができます。 

     ダウンロード先：https://www.no-harassment.mhlw.go.jp/download 
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 安心して相談できる会社の実現を目指しましょう 

• 相談窓口の整備は重要ですが、ただ体制を構築するだけでは十分ではありません。

窓口をしっかりと周知するとともに、従業員が安心して相談できると感じられる環

境づくりが非常に重要です。 

• 図 9のグラフは、平成 27年度モデル事業に参加頂いた企業のうち、相談窓口を設

置している企業 14社での従業員アンケート結果です。 

• 左のグラフを見ると、相談窓口を設置している企業であっても、社内で相談先が

明確になっていると考えている従業員の割合は４割に満たない 36.2％となってい

ます。単に相談窓口を設置するだけでなく、相談先として従業員が相談窓口を思

い浮かべることができるよう、窓口を周知することが重要であることがわかりま

す。 

• また、右のグラフは、社内の相談先が明確であると考えている従業員に対して、

「社内は安心して相談できる状況か」をたずねた結果です。相談先が明確であると

考えている従業員であっても、安心して相談できると考える層は半数に満たない

41.9％に留まっています。 

そう思う

36.2%

どちらともい

えない

26.1%

そう思わない

23.7%

分からない

12.0%

無回答

2.1%

そう思う

41.9%

どちらとも

いえない

36.6%

そう思わ

ない

12.1%

分からな

い

8.9%

無回答

0.4%

当社では、パワハラを受けたとき、
見たり聞いたりしたときに、誰あるいはどこに
相談すればよいのか、明確になっている

当社では、パワハラを受けたとき、
見たり聞いたりしたときに、安心して
相談できる状況になっていると思う

相談窓口を設置している企業の従業員（n=5965）
相談先が明確であると考えている従業員
（左記質問に「そう思う」と回答）（n=2157）  

図 9「相談先の明確さ」と「安心して相談できるか」 
厚生労働省 平成 27 年度委託事業「働きやすい職場環境形成事業」における実態調査 1 
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相談者へのフォローアップ例 
～相談者が報復を受ける不安への対応例～ 

 
 

相談者は、先輩従業員から、自身の体型について揶揄され、痩せることを強要される、毎日のよ

うに体重の報告を求めてくるなど、業務とは関係のないことを強いられ、出社するのが苦痛である

との相談が窓口にありました。 

相談者の了解の下、行為者に事実確認をした結果、相談者の申告どおり、日常的に業務の範

疇を超えた対応を強いられている状況であることが確認できました。 

事実調査を担当した相談担当者と総務部の課長の 2 名より、相談者に調査結果の説明を行い

ました。行為者へ事実確認の内容を説明し、行為者本人が事実を認めていること、会社は本事案

の原因は行為者側にあると判断していること、行為者本人も反省している様子であったことを相談

者に伝えました。事実確認の内容については、おおむね納得した様子でした。 

一方で、今後の会社としての対応措置を検討するにあたり、相談者の希望を確認したところ、相

談者は、行為者の顔をみるとドキドキしてしまうことから、行為者の異動を希望し、異動が不可能で

あるならば、行為者に対する会社からの処分を望んでいました。 

行為者の要望を踏まえて、人事部の部長と課長は、相談者が所属する部署の責任者である本

部長と検討を重ね、相談者と行為者が業務上接点を持たない体制変更を行うこととしました。 

対応案の決定を受けて、体制変更を行う考えがあることを人事部長から相談者に説明を行い、

今後は行為者との接点がなくなることで、相談者の了解を得たものの、相談者は、行為者から報

復を受けないどうか不安な様子でしたので、行為者の上長から強く注意・指導を行うとともに、今後

半年間は、相談者と相談担当者、人事部の課長の 3 名で定期的に面談を行うこととしました。 

加えて、健康管理の観点で、定期的な産業医との面談を薦めました。 
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相談者へのフォローアップ例 
～相談者が報復を受ける不安への対応例～ 
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8. 弁護士に相談した

9. 公的な機関（労働基準監督署や都道府県労働局など）に相談した

10. しばらく会社を休んだ

11. その他

12. 何もしなかった

安心して相談できる(n=48)

安心して相談できない(n=215)

 

図 11 パワーハラスメントを受けてどのような行動をしたか 

厚生労働省 平成 27 年度委託事業「働きやすい職場環境形成事業」における実態調査 

 

• これらのデータからわかるように、ただ相談窓口を設置するだけでなく、窓口を

周知するとともに、従業員が相談しやすくするための環境づくりをすることが非

常に重要です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

相談対応のうまくいかなかった例（1） 
～相談窓口担当者が勝手に判断してしまった例～ 

 

 

 

相談対応の失敗事例、好事例を紹介します。 

従業員がより安心して相談できる窓口とするための体制整備に向

けて、参考にしてください。 

事例紹介 

ある日、ハラスメント相談窓口に男性従業員より匿名で相談の電話がありました。 

当該従業員は、女性上司が子どもの学校の成績、共働きの妻の年収、休日の過ごし方などのプラ

イベートについて、根ほり葉ほり聞いてくることが苦痛であるということでした。そのため、女性上司

に悪気はなく、業務を指示するにあたり、部下のプライベートな事情や生活状況等を考慮すること

を目的で聞いているのだから、パワハラにはあたらないと話したところ、相談者は怒った様子で

「じゃあ、もういいです。」と告げて、電話が切られてしまいました。 

       3.本マニュアルを活用した取組の実施        
       3.6.相談や解決の場を提供する  

 

• このアンケート結果についてもう少し見ていきましょう。図 10、11では、前ペー

ジ図 9のグラフで、相談先が明確であると考えている従業員 2157名を、「安心し

て相談できる」層（図 9右のグラフで「そう思う」を選択）と「安心して相談でき

ない」（同「そう思う」以外を選択）に分けて分析しました。 

• 図 10のグラフを見ると、「安心して相談できる」層は、パワハラを受けた経験、

見たり相談を受けた経験のいずれも、「安心して相談できない」層に比べ、割合が

低くなっていることがわかります。 
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ある ない 無回答

あなたは当社において、この3年間にパワハラを受けたと感じたことはありますか。（〇は1つだけ）

あなたは当社において、この3年間にあなた以外の人がパワハラを受けているのを見たり、
他の人から相談を受けたりしたことはありますか。（〇は1つだけ）

図 10 「安心して相談できるか」とパワハラの発生状況 

厚生労働省 平成 27 年度委託事業「働きやすい職場環境形成事業」における実態調査 

 

• また、図 11のグラフは、「パワハラを受けた」従業員に対して、パワハラを受け

てどのような行動をとったかを複数回答で聞いたアンケートです。 

• この結果を見ると、「安心して相談できる」層は、「安心して相談できない」層に

比べ、パワハラを受けて「何もしなかった」とする回答が 20ポイント以上低く、

上司や同僚、担当部署等、会社の誰かに相談ができていることがわかります。 
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3.7. 再発防止のための取組 
 
！  ポイント 

 再発防止策は予防策と表裏一体です。予防策に継続的に取り組むことが再発防止

につながります。 

 取組内容の定期的検証・見直しを行うことで、より効果的な再発防止策の策定、

実施に取り組みましょう。 
 
 

 再発防止への考え方 
• 再発防止策は、予防策と表裏一体の取組です。予防策を着実に実施していくこと

が、再発防止にもつながるといえます。 

• パワーハラスメント問題が解決した後も同様の問題が発生することを防ぐため、

重要なことは、取組を継続し、従業員の理解を深め再発防止につなげることです。

定期的な見直しや改善を行い継続的に取り組むことも一つの方法です。 

• また解決に当たって、行為者を処分するだけでは、最悪の場合、同じことが再び

繰り返されるという可能性が残ります。これを防ぐためには、次のような視点を

持って解決を図っていくことが大切です。 

 その後の職場が相談者にとって、安全で快適な環境となっているか 
 行為者が同様の問題を起こすおそれはないか 
 新たな行為者が発生する環境となっていないか 

 

 再発防止策 
• 取組内容の定期的検証・見直しを行うことで、より効果的な再発防止策の策定、

実施に取り組みましょう。 

• 再発防止策としては、以下のようなものが考えられます。 

《行為者に対する再発防止研修の実施》 
 パワーハラスメント行為の再発を防ぐために研修を実施します。本人の立場も配慮し行

うことが必要です。社内で対象者を集めての研修は、お互い顔を合わせることになるの

で、できれば避けた方がよいでしょう。社内にこだわることなく、社外セミナーなどに

参加してもらい、レポート提出などをさせるのも一つの方法です。 

       3.本マニュアルを活用した取組の実施        
       3.6.相談や解決の場を提供する  

 

相談対応のうまくいかなかった例（2） 
～相談者に了解を得ずに事実確認をしてしまった例～ 

 
相談対応のうまくいった例 
～女性従業員の悩みをうまく聞き出せた例～ 

 
 

ハラスメント相談窓口に、管理職の男性が青い顔をして訪ねてきました。 

当該男性管理職は、部下 3 人が業務時間中にひそひそと自分の悪口を話していることを小耳

にはさみ、自分が仕事を頼むと「今、必要ですか？今じゃなくてもいいんじゃないですか」と言った

り、舌打ちをしたりもします。外出先から電話をしても、業務が忙しいことを理由に電話口にでな

いことさえあるということでした。 

相談担当者は、急ぎ対応した方が良いと考え、相談者に了解を得ることなく、該当の部下 3 人

に事実確認を行ったところ、あっという間に職場中に当該管理職が相談に行ったことが知られて

しまい、問題がこじれてしまいました。 

ある日、ハラスメント相談窓口に女性従業員より相談の電話がありました。 

「どのようなことでお困りでしょうか」と聞いても、言い出し辛いような様子が伺えたため、同性であ

る女性の相談担当者に電話を引き継ぎました。当初、相談者は何から話せば良いのか困った様子

で言い淀んでいたので、「間」を大切にしつつ、お互いの信頼関係の形成を意識しながら傾聴して

いくことで、徐々に警戒心が説かれ、相談内容に入ることができました。 

女性従業員は、現在、取引先のお客様先に出向しており、出向にあたり上司から大事な取引先

であり、上手くやるようにと念を押されていました。出向先のグループリーダから飲み会の誘いを受

けたものの、家庭の用事があったために参加を断ったところ、翌日から当該リーダや数名の従業

員に挨拶をしても無視されるようになったほか、書類のコピー等、簡単な作業しか仕事を任されなく

なりました。出向元の上司から念を押されていることもあり、事態の解消を自分から言い出すこと

ができずに、3 か月経過したところでした。 

一通り相談者の状況を確認したところで、すでに 1 時間を経過していたため、今後の対応につい

ては、後日、改めて電話で相談を受けることとしました。後日、相談者は会社としての対応（事実調

査など）を希望されるとのことでしたので、今後の会社としての対応プロセスを確認し、改めて担当

者から連絡することとしました。相談窓口担当者は、相談内容を相談管理票に記載するとともに、

「会社対応の希望ありの事案」として、ハラスメント調査の責任部門にあたる人事部への引き継ぎ

のため、報告を行いました。 
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4.1. 持続した取組にしていくために 
 
！  ポイント 

 取組は一過性ではなく、継続的に実施していきましょう 

 毎年のスケジュールを立てて、取組を進めましょう 

 年に 1 回程度、取組内容を見直しましょう 

 

 パワーハラスメント対策の基本的な枠組みを構築した後も、取組を継続的に実施して

いく必要があります 
• 取組を実施することで、パワーハラスメントに関する職場環境も従業員の意

識も向上することが期待できます（図 12、13 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 パワーハラスメント対策の取組実施前後の職場環境の変化 

厚生労働省 平成 26 年度委託事業「働きやすい職場環境形成事業」における実態調査 
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当社では、パワハラをしてはいけない行為と

し、働きやすい職場環境づくりにつとめてい

ると思う(n=820)

当社では、パワハラを受けたとき、見たり聞

いたりした時に、誰あるいはどこに相談すれ

ば良いのか、明確になっている(n=819)

当社では、パワハラを受けたとき、見たり聞

いたりした時に、安心して相談できる状況に

なっていると思う(n=819)

当社の経営者・管理職は、パワハラにあた

る行為をしないよう意識していると思う
(n=819)

【取組実施前の調査】

そう思う どちらともいえない
そう思わない わからない

（回答：取組実施企業【取組実施前の調査】7 社 874 人、【取組実施後の調査】7 社 780 人、％） 
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ない行為とし、働きやすい職場環

境づくりにつとめていると思う
(n=820) 

当社では、パワハラを受けたとき、

見たり聞いたりしたときに、誰ある

いはどこに相談すればよいのか、

明確になっている(n=819) 

当社では、パワハラを受けたとき、

見たり聞いたりしたときに、安心し

て相談できる状況になっていると

思う(n=819) 

当社の経営者・管理職は、パワハ

ラに該当する行為をしないよう意

識していると思う(n=819) 

       3.本マニュアルを活用した取組の実施        
       3.7.再発防止のための取組  

 

《事例発生時のメッセージ発信》 
 事例発生時には、可能であれば何らかのメッセージ・情報の発信をするとよいでしょう。

職場を預かる管理職に注意喚起をするだけでも効果が見込まれます。 
 

《事例の活用》 
 社内事例ごとに検証し、新たな防止策を検討し、毎年のトップメッセージや会社ルール、

研修などの見直し・改善に役立てることが望まれます。またプライバシーに配慮しつつ、

同様の問題が発生しないように、社内の主要な会議で情報共有することも大切です。 
 
《管理職登用の条件》 

 例えば、管理職登用にあたり、部下とのコミュニケーションの取り方や部下への適正な

指導や育成にあたれる人材かどうかを昇格の条件とすることも考えられます。 
 
《職場環境の改善のための取組》 

 パワーハラスメント行為の防止に当たり、職場環境の改善のための取組を行います。パ

ワーハラスメントが起きてしまう要因には、例えば職場内のコミュニケーションや人間

関係の希薄化、長時間労働の恒久化が考えられます。コミュニケーション不足により、

異質なものを排除する風土が生まれ、また長時間労働による疲弊がパワーハラスメント

へとつながっていく可能性があります。このような状況が考えられる場合は、職場内の

コミュニケーションの強化や長時間労働対策を行うなど、職場環境を改善することがパ

ワーハラスメントの予防にもつながります。 
 

再発防止策例  
～時間外勤務や労働時間管理についての改善も行った例～ 

先輩従業員より、休日の前日になって突然、とても 1 日ではこなし切れない大量の仕事を命じら

れ、休日明けまでに作業完了するよう求められることが続き、そのため休日を返上しての作業を毎

週のように、この半年強いられているとの相談が窓口にありました。 

相談担当者が相談者と面談し、職場への事実調査を行った結果、相談にあったように休日対応

が当たり前の状態になっていることが確認できました。加えて、会社として承認した休日勤務では

なかったため、休日対応した場合も手当が支給されず、無給での労働を強いられている状況であ

ることが判明しました。 

事態の再発を防止するために、人事部長主導の下、再発防止策の検討とともに、今回の事態を

招いた原因として、「①残業の指示を一般従業員が行っていたこと」、「②行為者のパワハラへの

理解が不足していたこと」、「③職場で労働時間の実態管理が何もされていなかったこと」の 3 点の

問題が明らかになりました。 

そのため再発防止策として、「①休日出勤を含む時間外勤務は管理職の承認を必要とすること

を職場に通達」、「②行為者を含む現場のリーダクラスを対象にパワハラへの理解を深めるための

研修を開催」、「③労働時間の実態管理のため、タイムカードによる勤怠管理を職場に導入」を決

め、職場環境を改善することとしました。 
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• パワーハラスメント対策の取組を継続して実施すると、取組の実施期間が長

いほど、その効果は大きくなる傾向があります（図 14 参照）。取組を継続し

て実施し、パワーハラスメントのない職場を目指しましょう。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 14（企業調査）パワーハラスメントの予防・解決の取組を進めた結果、 

予防・解決以外に得られた効果（取組実施期間別） 

「職場のパワーハラスメントに関する実態調査」（厚生労働省 平成 28 年度） 

 

（回答：パワーハラスメントの予防・解決のための取組を

実施している企業 2394社、％） 
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図 13 パワーハラスメントの予防・解決の取組を進めたことによる自身の変化 

厚生労働省 平成 26 年度委託事業「働きやすい職場環境形成事業」における実態調査 
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が忘れられ、パワーハラスメントを許さないという会社風土が根付かないままとなっ

てしまいます。また、自分ではそれと意識せずにパワーハラスメント行為を行う従業

員も見られるようになります。繰り返し教育や周知を行っていかなければよい変化は

持続しないばかりか、元に戻ってしまうおそれもあります。 
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あなた自身が、パワハラと言われるようなことをしないように、（以前に比

べ）注意するようになった

あなたの部下／同僚が、パワハラと言われるようなことをしないように、

（以前に比べ）注意するようになった

あなた自身が、部下／同僚の気持ちを傷つけないように、言い方や態度

に（以前に比べ）注意するようになった

個人のプライバシーに関わることは、（以前に比べ）聞かないようになっ

た

飲み会などへの参加を、（以前に比べ）強要しないようになった

気になることがあっても、（以前に比べ）部下／同僚などに注意すること

を控えるようになった

（以前に比べ）周りの人と意識的に会話をするようになった

その他

特にない

全体(n=1092)

管理職(n=281)

（回答：取組実施企業 10 社 1,092 人、％） 
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図 14（企業調査）パワーハラスメントの予防・解決の取組を進めた結果、 

予防・解決以外に得られた効果（取組実施期間別） 

「職場のパワーハラスメントに関する実態調査」（厚生労働省 平成 28 年度） 

 

（回答：パワーハラスメントの予防・解決のための取組を
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図 13 パワーハラスメントの予防・解決の取組を進めたことによる自身の変化 
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平成 30 年度作成の「パワーハラスメント対策導入マニュアル～予防から事後対応までサポ

ートガイド～」に基づき、改訂を行った。 

 

 

       4.パワーハラスメント対策の取組の継続        
       4.1.持続した取組にしていくために  

 

 継続的に実施していくために、毎年のスケジュールを立てて計画的に取組を進めま

しょう 
• 継続的に毎年実施する取組のスケジュール例は以下のとおりです。企業の特

性に合わせて、適宜修正して実施しましょう。 

スケジュール例 継続的に毎年実施する場合 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

• 実態・効果把握の調査を、毎年あるいは数年に１度実施して、傾向の変化を

見ることが取組の適正な見直しにつながります。アンケート票は「3.3 実態を

把握する」で使用したものを修正して使用するとよいでしょう。 

 

 取組の見直し 
• 継続して取組を実施していく中で、取組の効果を高めていくためには、必要

に応じて取組内容を見直すことが重要です。実態・効果把握の調査の結果、

従業員研修に対する感想、相談窓口への相談件数の推移、内容の変化などを

材料にして、年に１回程度、現在の取組の検証を行い、改善点などがあれば

見直しをすることをお勧めします。 
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トップのメッセージ

トップのメッセージは、方針やガイドライン、規程等と厳格に分ける必要はなく、それ

らをまたがるような位置付けであってもよいでしょう（ひな形６～８について、会社の方

針として会社名で発信してもよいでしょう）。

● ひな形１（マニュアルより）

ハラスメントについて

ハラスメント行為は人権にかかわる問題であり、従業員の尊厳を傷つけ職場

環境の悪化を招く、ゆゆしき問題です。当社は、ハラスメント行為は断じて許

さず、すべての従業員が互いに尊重し合える、安全で快適な職場環境づくりに

取り組んでいきます。

このため、管理職を始めとする全従業員は、研修などにより、ハラスメント

に関する知識や対応能力を向上させ、そのような行為を発生させない、許さな

い企業風土づくりを心掛けてください。

○○年○月○日

○○株式会社 代表取締役社長 □□□□

● ひな形２

職場のパワーハラスメントについて

 職場のパワーハラスメントは、人格や尊厳を傷つける行為です。当社は、そ

ういったパワーハラスメント行為は断じて許しません。

 当社は、パワーハラスメントのない、また、すべての従業員が互いに尊重し

合える、安全で快適な職場づくりに取り組んでいきます。

○○年○月○日

○○株式会社 代表取締役社長 □□□□

※「パワーハラスメント」を「ハラスメント」に変更して、セクシュアルハラスメン

ト等を含めたメッセージとしてもよい。

参考資料１

 
 

● ひな形３

職場のパワーハラスメント防止に向けた取組

パワーハラスメントは、人権にかかわるものであり、相手の名誉や尊厳を傷

つけるばかりか、職場の環境も悪化させる問題です。

当社は、そういったパワーハラスメントを決して許しません。また見過ごす

こともしません。実際にそういったパワーハラスメントに気付いたら、すぐに

上司に相談してください。上司に相談しにくい場合は、直接、私に（社内の相

談窓口に）相談してください。

私自身、先頭に立って、パワーハラスメントのない、安全で働きやすい職場

づくりに努めます。皆さんも、これから実施する研修などを受けて、パワーハ

ラスメントを発生させない、また許さない職場づくりに心掛けてください。

○○年○月○日

代表取締役社長 □□□□

※「パワーハラスメント」を「ハラスメント」に変更して、セクシュアルハラスメン

ト等を含めたメッセージとしてもよい。

●ひな形４

○○年度 職場のパワーハラスメント防止に向けた取組について

本年度、より働きやすい職場を目指し、パワーハラスメントの研修を実施し

ます。パワーハラスメントは、人権にかかわるものであり、相手の名誉や尊厳

を傷つけるばかりか、職場の環境も悪化させる問題です。

そういったパワーハラスメントを発生させないために、当社は、皆さんにパ

ワーハラスメントに関する知識を学んでもらい、より安全で快適な職場づくり

を目指します。

また、当社としては、パワーハラスメントを決して許しません。見過ごすこ

ともしません。パワーハラスメントの行為があれば、すぐに上司に相談してく

ださい。上司に相談しにくい場合は、直接私に（社内の相談窓口に）相談して

ください。

よりよい職場づくりを目指し、一緒に、取組を進めていきましょう。

○○年○月○日

代表取締役社長 □□□□
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● ひな形７

○○株式会社 人権方針

 当社は、人権、人格、個性、個人の多様な価値観を尊重します。

 当社は、差別的言動、暴力行為、セクシュアルハラスメントやパワーハラス

メントなどの個人の尊厳を損なう行為を行いません。

○○年○月○日

代表取締役社長 □□□□

● ひな形８

○○株式会社 コンプライアンス方針

当社では〇〇株式会社の経営理念に基づいて、役員始め社員一同が遵守すべ

き規程を制定し、社員全体のコンプライアンスの意識を高めるようにしてい

ます。もし役員及び社員がコンプライアンスに反する行為を行った場合、迅

速に対応し、問題解決を図ります。

 責務

我々は、国内外の法令、定款、規程やその精神を尊重し、これを遵守し、

社会人としての良識と責任を持って行動します。

 社員の尊重

我々は、すべての人々の人格・人権を尊重し、いわれなき差別・セクシ

ャルハラスメント・パワーハラスメントなどの行為を行いません。また、

ハラスメントを放置せず健全な職場環境を維持します。

＜他の項目の要素（例）＞

 公正な取引活動、反社会勢力との断絶、環境保護など

○○年○月○日

代表取締役社長 □□□□

 
 

● ひな形５

○○年度 職場のパワーハラスメント防止に向けた取組について

今年度、当社としてパワーハラスメント防止対策を実施します。すべての社

員は、皆さんの家族にとって、自慢の娘や息子であったり、尊敬されるお父さ

んやお母さんであったりします。そういった皆さんたちが、職場のパワーハラ

スメントで苦しんだりすることは決して許されることではありません。

当社は、社員全員が、「パワーハラスメントをしない、させない、許さない、

そして見過ごさない」ために、取組を徹底します。

研修なども実施しますので、パワーハラスメントに関する知識を学び、パワ

ーハラスメントのような行為を発生させない、許さない企業風土づくりを心掛

けてください。

○○年○月○日

代表取締役社長 □□□□

● ひな形６

○○株式会社 パワーハラスメント防止方針

 当社は、パワーハラスメントなど、個人の尊厳を損なう行為を許しません。

また、それらを見過ごすことも許しません。

 当社の従業員は、パワーハラスメントなど、個人の尊厳を損なう行為を行っ

てはなりません。

 当社は、パワーハラスメントなどの解決のために相談窓口を設け、迅速で的

確な解決を目指します。相談者や、事実関係の確認に協力した方に対し、不

利益な取扱いは行いません。また、プライバシーを守って対応します。

→ハラスメント相談窓口 内線○○○

○○年○月○日

代表取締役社長 □□□□

※「パワーハラスメント」を「ハラスメント」に変更して、セクシュアルハラスメン

ト等を含めたメッセージとしてもよい。
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● ひな形７

○○株式会社 人権方針

 当社は、人権、人格、個性、個人の多様な価値観を尊重します。

 当社は、差別的言動、暴力行為、セクシュアルハラスメントやパワーハラス

メントなどの個人の尊厳を損なう行為を行いません。

○○年○月○日

代表取締役社長 □□□□

● ひな形８

○○株式会社 コンプライアンス方針

当社では〇〇株式会社の経営理念に基づいて、役員始め社員一同が遵守すべ

き規程を制定し、社員全体のコンプライアンスの意識を高めるようにしてい

ます。もし役員及び社員がコンプライアンスに反する行為を行った場合、迅

速に対応し、問題解決を図ります。

 責務

我々は、国内外の法令、定款、規程やその精神を尊重し、これを遵守し、

社会人としての良識と責任を持って行動します。

 社員の尊重

我々は、すべての人々の人格・人権を尊重し、いわれなき差別・セクシ

ャルハラスメント・パワーハラスメントなどの行為を行いません。また、

ハラスメントを放置せず健全な職場環境を維持します。

＜他の項目の要素（例）＞

 公正な取引活動、反社会勢力との断絶、環境保護など

○○年○月○日

代表取締役社長 □□□□

 
 

● ひな形５

○○年度 職場のパワーハラスメント防止に向けた取組について

今年度、当社としてパワーハラスメント防止対策を実施します。すべての社

員は、皆さんの家族にとって、自慢の娘や息子であったり、尊敬されるお父さ

んやお母さんであったりします。そういった皆さんたちが、職場のパワーハラ

スメントで苦しんだりすることは決して許されることではありません。

当社は、社員全員が、「パワーハラスメントをしない、させない、許さない、

そして見過ごさない」ために、取組を徹底します。

研修なども実施しますので、パワーハラスメントに関する知識を学び、パワ

ーハラスメントのような行為を発生させない、許さない企業風土づくりを心掛

けてください。

○○年○月○日

代表取締役社長 □□□□

● ひな形６

○○株式会社 パワーハラスメント防止方針

 当社は、パワーハラスメントなど、個人の尊厳を損なう行為を許しません。

また、それらを見過ごすことも許しません。

 当社の従業員は、パワーハラスメントなど、個人の尊厳を損なう行為を行っ

てはなりません。

 当社は、パワーハラスメントなどの解決のために相談窓口を設け、迅速で的

確な解決を目指します。相談者や、事実関係の確認に協力した方に対し、不

利益な取扱いは行いません。また、プライバシーを守って対応します。

→ハラスメント相談窓口 内線○○○

○○年○月○日

代表取締役社長 □□□□

※「パワーハラスメント」を「ハラスメント」に変更して、セクシュアルハラスメン

ト等を含めたメッセージとしてもよい。

59 60



1

参
考
資

料
3

管
理

職
向
け
研
修
資
料

～
職

場
の
パ

ワ
ー
ハ
ラス

メン
トを

考
え
る
～

C
op

yr
ig

ht
 ©

 M
in

is
try

 o
f H

ea
lth

, L
ab

ou
r a

nd
 W

el
fa

re
, A

ll 
R

ig
ht

 re
se

rv
ed

.

講
師

、研
修
担

当
者

様
へ

C
op

yr
ig

ht
 ©

 M
in

is
try

 o
f H

ea
lth

, L
ab

ou
r a

nd
 W

el
fa

re
, A

ll 
R

ig
ht

 re
se

rv
ed

.
C

op
yr

ig
ht

 ©
 M

in
is

try
 o

f H
ea

lth
, L

ab
ou

r a
nd

 W
el

fa
re

, A
ll 

R
ig

ht
 re

se
rv

ed
.

本
研

修
の

目
的

�
パ
ワ

ー
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
と

は
何

か
を

知
る

�
⾏
為

者
の

責
任

と
、

企
業

に
求

め
ら

れ
る

も
の
（

企
業

の
責

任
）

を
理

解

す
る

⾏
為

者
の

責
任

と
、

企
業

に
求

め
ら

れ
る

も
の
（

企
業

の
責

任
）

を
理

解

す
る

�
パ

ワ
ー

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

を
な

く
す

た
め

に
は

、
ど

う
す

れ
ば

よ
い

か
学

ぶ

�
パ
ワ

ー
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
が

起
き

た
際

の
対

応
に

つ
い

て
学

ぶ

C
op

yr
ig

ht
 ©

 M
in

is
try

 o
f H

ea
lth

, L
ab

ou
r a

nd
 W

el
fa

re
, A

ll 
R

ig
ht

 re
se

rv
ed

.
C

op
yr

ig
ht

 ©
 M

in
is

try
 o

f H
ea

lth
, L

ab
ou

r a
nd

 W
el

fa
re

, A
ll 

R
ig

ht
 re

se
rv

ed
.

1
-
1
.

パ
ワ

ー
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
と

は
？

職
場

に
お

け
る

パ
ワ

ー
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
と

は
、

改
正
施

策
労

働
推

進
法

（
令

和
元

年
６

⽉
５

⽇
公

布
）

に
よ

り
、

以
下

の
３

つ
の

要
素

を
す

べ
て

満
た

す
も

の
と

し
て

い
ま

す
。

①
優

越
的

な
関

係
を

背
景

と
し

た
言

動
で

あ
っ

て
①

優
越
的

な
関

係
を

背
景

と
し

た
言

動
で

あ
っ

て

②
業

務
上

必
要

か
つ

相
当

な
範

囲
を

超
え
た

も
の
に

よ
り

③
労

働
者

の
就

業
環

境
が

害
さ

れ
る

こ
と

改
正

法
で

は
、

パ
ワ
ー

ハ
ラ
ス

メ
ン

ト
防

止
の

た
め
、

相
談

体
制

の
整

備
等
の
雇
⽤

管
理

上
必

要
な

措
置

を
講

じ
る
こ

と
を
事
業

主
に
義
務
付

け
て
お
り

、
公
布
後
１

年
以
内
の

政
令

で
定

め
る

⽇
（

中
⼩

企
業
は

、
公

布
後

３
年

以
内
の

政
令

で
定

め
る

⽇
ま
で

の
間

は
努

⼒
義

務
）

に
施

⾏
さ

れ
ま

す
。

C
op

yr
ig

ht
 ©

 M
in

is
try

 o
f H

ea
lth

, L
ab

ou
r a

nd
 W

el
fa

re
, A

ll 
R

ig
ht

 re
se

rv
ed

.
C

op
yr

ig
ht

 ©
 M

in
is

try
 o

f H
ea

lth
, L

ab
ou

r a
nd

 W
el

fa
re

, A
ll 

R
ig

ht
 re

se
rv

ed
.

務
）

に
施

⾏
さ

れ
ま

す
。

�
パ

ワ
ー

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト
に

対
す
る
基

本
的
な
考
え

⽅
や
具
体

例
、
事
業
主

が
講
ず
べ

き
雇

⽤
管

理
上

の
措

置
の

具
体
的

な
内

容
等

に
つ

い
て
は

、
今

後
、

厚
⽣

労
働
省

で
指

針
を

策
定

す
る

予
定

で
す

。

 
 

参考：メッセージの要素

トップメッセージ要素
ひな形番号

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

パワハラは重要な問題である ○ ○ ○ ○ ○

パワハラ行為は許さない ○ ○ ○ ○ ○ ○

パワハラ行為は見過ごさない ○ ○ ○ ○

パワハラ行為をしない ○ ○ ○ ○

パワハラ行為をさせない／放置しない ○ ○

会社として、パワハラ対策に取り組む ○ ○ ○ ○ ○

トップ自らパワハラ対策に取り組む ○

今年度、重点的にパワハラ対策に取り組む ○ ○

従業員の意識向上を求める ○ ○ ○ ○

パワハラがあったら相談を ○ ○ ○

相談者等に不利益な取り扱いをしない ○

相談者等のプライバシーは守る ○

人権等の尊重 ○ ○
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た
ら

・
・

・
・

・

�
社
内
で

の
処

分

�
⺠
事
上

の
責

任
と

し
て

損
害

賠
償

を
請
求

さ
れ

る

�
刑
事
罰

に
課

せ
ら

れ
る

C
op

yr
ig

ht
 ©

 M
in

is
try

 o
f H

ea
lth

, L
ab

ou
r a

nd
 W

el
fa

re
, A

ll 
R

ig
ht

 re
se

rv
ed

.
C

op
yr

ig
ht

 ©
 M

in
is

try
 o

f H
ea

lth
, L

ab
ou

r a
nd

 W
el

fa
re

, A
ll 

R
ig

ht
 re

se
rv

ed
.

3
-
2
.

パ
ワ
ー

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

⾏
為

者
の

責
任

あ
な

た
が

パ
ワ

ー
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
の

⾏
為

者
に
な

っ
た

場
合

、
ど

ん
な
こ

と
が

起

こ
る

で
し

ょ
う

か
。

ま
ず

、
⺠

事
上

の
責

任
で

す
。

⺠
法

7
0
9
条

の
不
法
⾏

為
責
任
に
基

づ
く
損
害
賠

償
を

請
求

さ
れ

る
可

能
性
が

あ
り

ま
す

。
ま

た
、
会

社
に

は
⺠

法
4
1
5
条
の
債
務

不
償

を
請

求
さ

れ
る
可

能
性
が

あ
り

ま
す

。
ま

た
、
会

社
に

は
⺠

法
4
1
5
条
の
債
務

不

履
⾏

責
任

（
安

全
配

慮
義
務

違
反

）
に

基
づ

く
損
害

賠
償

を
請

求
さ

れ
る
可

能
性

が

あ
り

ま
す

。

ま
た

、
刑

事
事

件
と

し
て

訴
え

ら
れ

る
可

能
性
も

あ
り

ま
す

。
例

え
ば
、

パ
ワ

ー

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

⾏
為

に
よ
っ

て
被

害
者

が
精

神
病
を

患
っ

た
（

医
師

の
診
断

あ
り

）

場
合

、
傷

害
罪

に
当

た
る
可

能
性

が
あ

り
ま

す
。
そ

の
場

合
、

1
5
年

以
下
の
懲

役
、

ま
た

は
5
0
万

円
以
下
の
罰

⾦
な
ど
が

科
せ
ら
れ
る

可
能
性
が

あ
り
ま
す
。

C
op

yr
ig

ht
 ©

 M
in

is
try

 o
f H

ea
lth

, L
ab

ou
r a

nd
 W

el
fa

re
, A

ll 
R

ig
ht

 re
se

rv
ed

.
C

op
yr

ig
ht

 ©
 M

in
is

try
 o

f H
ea

lth
, L

ab
ou

r a
nd

 W
el

fa
re

, A
ll 

R
ig

ht
 re

se
rv

ed
.

裁
判

に
な

ら
な

い
ま

で
も

、
職

場
内

で
の

信
用
や

、
地

位
を

失
っ

た
り
、

家
庭

へ

の
影

響
、

家
庭

の
崩

壊
な
ど

も
考

え
ら

れ
ま

す
。

管
理

職
の

⽅
は

、
⾃

分
⾃
⾝

の
⾔

動
は

も
ち

ろ
ん
、

あ
な

た
の

部
下

が
そ
の

よ
う

な

⾏
為

を
し

な
い

よ
う

、
注
意

や
指

導
を

す
る

こ
と
も

必
要

で
す

。

4
-
1
.

あ
な

た
は

大
丈

夫
で

す
か

？

C
op

yr
ig

ht
 ©

 M
in

is
try

 o
f H

ea
lth

, L
ab

ou
r a

nd
 W

el
fa

re
, A

ll 
R

ig
ht

 re
se

rv
ed

.
C

op
yr

ig
ht

 ©
 M

in
is

try
 o

f H
ea

lth
, L

ab
ou

r a
nd

 W
el

fa
re

, A
ll 

R
ig

ht
 re

se
rv

ed
.

4
-
2
.

職
場

の
パ

ワ
ー

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

に
つ

い
て

考
え

る

以
下

の
事

例
を

読
ん

で
、
考
え
て

く
だ
さ
い

。

�
ど

の
部

分
が

パ
ワ
ー

ハ
ラ
ス

メ
ン

ト
に

な
る

可
能
性

が
あ

る
か

�
な

ぜ
、

こ
の

上
司
は

そ
の
よ

う
な

対
応

を
す

る
の
か C
op

yr
ig

ht
 ©

 M
in

is
try

 o
f H

ea
lth

, L
ab

ou
r a

nd
 W

el
fa

re
, A

ll 
R

ig
ht

 re
se

rv
ed

.
C

op
yr

ig
ht

 ©
 M

in
is

try
 o

f H
ea

lth
, L

ab
ou

r a
nd

 W
el

fa
re

, A
ll 

R
ig

ht
 re

se
rv

ed
.
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2

1
-
2
.

パ
ワ

ー
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
の

⾏
為

類
型

C
op

yr
ig

ht
 ©

 M
in

is
try

 o
f H

ea
lth

, L
ab

ou
r a

nd
 W

el
fa

re
, A

ll 
R

ig
ht

 re
se

rv
ed

.
C

op
yr

ig
ht

 ©
 M

in
is

try
 o

f H
ea

lth
, L

ab
ou

r a
nd

 W
el

fa
re

, A
ll 

R
ig

ht
 re

se
rv

ed
.

1
-
3
.

パ
ワ

ー
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
の

現
状

（
１

）

�
パ

ワ
ー

ハ
ラ

ス
メ
ン

ト
の
発

生
状

況

（
パ

ワ
ハ

ラ
を

受
け

た
経
験

）

過
去
３

年
間

に
パ
ワ
ハ
ラ
を

受
け
た
こ
と
は
あ
り
ま
す
か
？

�
パ

ワ
ー

ハ
ラ

ス
メ
ン

ト
を
受

け
て

（
被

害
者

の
⾏

動
）

そ
の
パ
ワ
ハ
ラ
を
受
け
た
後

ど
う
し
ま
し
た
か
？

受
け
た
こ
と
は
あ
り
ま
す
か
？

ど
う
し
ま
し
た
か
？

あ
る

32
.5
％

な
い

67
.5
％

C
op

yr
ig

ht
 ©

 M
in

is
try

 o
f H

ea
lth

, L
ab

ou
r a

nd
 W

el
fa

re
, A

ll 
R

ig
ht

 re
se

rv
ed

.
C

op
yr

ig
ht

 ©
 M

in
is

try
 o

f H
ea

lth
, L

ab
ou

r a
nd

 W
el

fa
re

, A
ll 

R
ig

ht
 re

se
rv

ed
.

28

10
,0

00

67
.5
％

何
も

しな
か
った

28 3,
25

0

1
-
4
.

パ
ワ

ー
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
の

現
状

（
2
）

�
都
道

府
県
労
働
局
に
寄
せ
ら
れ
た
企
業
と
労
働
者
の
紛
争

に
関

す
る
相
談
の

状
況

C
op

yr
ig

ht
 ©

 M
in

is
try

 o
f H

ea
lth

, L
ab

ou
r a

nd
 W

el
fa

re
, A

ll 
R

ig
ht

 re
se

rv
ed

.
C

op
yr

ig
ht

 ©
 M

in
is

try
 o

f H
ea

lth
, L

ab
ou

r a
nd

 W
el

fa
re

, A
ll 

R
ig

ht
 re

se
rv

ed
.

30

2
.

な
ぜ

職
場

の
パ

ワ
ー

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

が
問

題
な

の
か

？

�
社

員
へ

の
影

響
は
？

●
心

身
の

健
康

を
害

し
、

休
職

等
に

至
る

●
職

場
環

境
の

悪
化

会
社
へ

の
影

響
は
？

�
会

社
へ

の
影

響
は
？

●
モ

ラ
ー

ル
の

低
下

⇒
生

産
性

の
低

下
⇒

業
績
の

悪
化

●
⼈

材
の

流
出

●
訴

訟
に

よ
る

賠
償

⇒
業

績
の

悪
化

●
企

業
イ

メ
ー

ジ
の

悪
化

⇒
人

材
採

用
へ

の
影
響

�
そ

の
他

C
op

yr
ig

ht
 ©

 M
in

is
try

 o
f H

ea
lth

, L
ab

ou
r a

nd
 W

el
fa

re
, A

ll 
R

ig
ht

 re
se

rv
ed

.
C

op
yr

ig
ht

 ©
 M

in
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try
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ab
ou

r a
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 W
el

fa
re

, A
ll 

R
ig

ht
 re

se
rv

ed
.

�
そ

の
他

●
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン

ス
上

の
問

題

⺠
法

、
刑

法
、

就
業
規

則
違

反

28
4,

58
7

3

3
-
1
.

パ
ワ

ー
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
が

起
こ

っ
た

ら

も
し

、
あ
な
た
が
⾏
為
者
に
な
っ
た
ら

・
・

・
・

・

�
社
内
で

の
処

分

�
⺠
事
上

の
責

任
と

し
て

損
害

賠
償

を
請
求

さ
れ

る

�
刑
事
罰

に
課

せ
ら

れ
る

C
op

yr
ig

ht
 ©

 M
in

is
try

 o
f H

ea
lth

, L
ab

ou
r a

nd
 W

el
fa

re
, A

ll 
R

ig
ht

 re
se

rv
ed

.
C

op
yr

ig
ht

 ©
 M

in
is

try
 o

f H
ea

lth
, L

ab
ou

r a
nd

 W
el

fa
re

, A
ll 

R
ig

ht
 re

se
rv

ed
.

3
-
2
.

パ
ワ
ー

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

⾏
為

者
の

責
任

あ
な

た
が

パ
ワ

ー
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
の

⾏
為

者
に
な

っ
た

場
合

、
ど

ん
な
こ

と
が

起

こ
る

で
し

ょ
う

か
。

ま
ず

、
⺠

事
上

の
責

任
で

す
。

⺠
法

7
0
9
条

の
不
法
⾏

為
責
任
に
基

づ
く
損
害
賠

償
を

請
求

さ
れ

る
可

能
性
が

あ
り

ま
す

。
ま

た
、
会

社
に

は
⺠

法
4
1
5
条
の
債
務

不
償

を
請

求
さ

れ
る
可

能
性
が

あ
り

ま
す

。
ま

た
、
会

社
に

は
⺠

法
4
1
5
条
の
債
務

不

履
⾏

責
任

（
安

全
配

慮
義
務

違
反

）
に

基
づ

く
損
害

賠
償

を
請

求
さ

れ
る
可

能
性

が

あ
り

ま
す

。

ま
た

、
刑

事
事

件
と

し
て

訴
え

ら
れ

る
可

能
性
も

あ
り

ま
す

。
例

え
ば
、

パ
ワ

ー

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

⾏
為

に
よ
っ

て
被

害
者

が
精

神
病
を

患
っ

た
（

医
師

の
診
断

あ
り

）

場
合

、
傷

害
罪

に
当

た
る
可

能
性

が
あ

り
ま

す
。
そ

の
場

合
、

1
5
年

以
下
の
懲

役
、

ま
た

は
5
0
万

円
以
下
の
罰

⾦
な
ど
が

科
せ
ら
れ
る

可
能
性
が

あ
り
ま
す
。

C
op

yr
ig

ht
 ©

 M
in

is
try

 o
f H

ea
lth

, L
ab

ou
r a

nd
 W

el
fa

re
, A

ll 
R

ig
ht

 re
se

rv
ed

.
C

op
yr

ig
ht

 ©
 M

in
is

try
 o

f H
ea

lth
, L

ab
ou

r a
nd

 W
el

fa
re

, A
ll 

R
ig

ht
 re

se
rv

ed
.

裁
判

に
な

ら
な

い
ま

で
も

、
職

場
内

で
の

信
用
や

、
地

位
を

失
っ

た
り
、

家
庭

へ

の
影

響
、

家
庭

の
崩

壊
な
ど

も
考

え
ら

れ
ま

す
。

管
理

職
の

⽅
は

、
⾃

分
⾃
⾝

の
⾔

動
は

も
ち

ろ
ん
、

あ
な

た
の

部
下

が
そ
の

よ
う

な

⾏
為

を
し

な
い

よ
う

、
注
意

や
指

導
を

す
る

こ
と
も

必
要

で
す

。

4
-
1
.

あ
な

た
は

大
丈

夫
で

す
か

？

C
op

yr
ig

ht
 ©

 M
in

is
try

 o
f H

ea
lth

, L
ab

ou
r a

nd
 W

el
fa

re
, A

ll 
R

ig
ht

 re
se

rv
ed

.
C

op
yr

ig
ht

 ©
 M

in
is

try
 o

f H
ea

lth
, L

ab
ou

r a
nd

 W
el

fa
re

, A
ll 

R
ig

ht
 re

se
rv

ed
.

4
-
2
.

職
場

の
パ

ワ
ー

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

に
つ

い
て

考
え

る

以
下

の
事

例
を

読
ん

で
、
考
え
て

く
だ
さ
い

。

�
ど

の
部

分
が

パ
ワ
ー

ハ
ラ
ス

メ
ン

ト
に

な
る

可
能
性

が
あ

る
か

�
な

ぜ
、

こ
の

上
司
は

そ
の
よ

う
な

対
応

を
す

る
の
か C
op

yr
ig

ht
 ©

 M
in

is
try

 o
f H

ea
lth

, L
ab

ou
r a

nd
 W

el
fa

re
, A

ll 
R

ig
ht

 re
se

rv
ed

.
C

op
yr

ig
ht

 ©
 M

in
is

try
 o

f H
ea

lth
, L

ab
ou

r a
nd

 W
el

fa
re

, A
ll 

R
ig

ht
 re

se
rv

ed
.
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5

5
-
1
.

職
場

の
パ

ワ
ー

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

を
予

防
す

る
た

め
に

は
（

1
）

�
な
ぜ

パ
ワ
－
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
が
起
き
て
し
ま
う
の
か

�
「
し

ご
く
」
こ
と
で
人
が
動
く
（
業
績
が
上
が
る
、
生
産
性
が
高
ま
る

）
と
い
う

誤
解

�
感
情

の
ヒ
ー
ト
ア
ッ
プ

コ
ン
ト
ロ
ー
ル
の
き
か
な
い
否
定
的
感
情

�
職
場
環
境

�
職
場
環
境

�
上
司

と
部
下
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
少
な
い

�
正
社

員
や
正
社
員
以
外
の
様
々
な
⽴
場
の
従
業
員
が
⼀
緒
に
働
い
て
い

る

�
残
業

が
多
い
・
休
み
が
取
り
難
い

�
失
敗

が
許
さ
れ
な
い
、
失
敗
へ
の
許
容
度
が
低
い

�
競
争

の
激
化
、
業
務
の
多
忙
化
、
業
績
不
振
な
ど

職
場
環
境
の
変

化

⇒
職
場
コ
ミ
ュ
ニ
ュ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
希
薄
化

C
op

yr
ig

ht
 ©

 M
in

is
try

 o
f H

ea
lth

, L
ab

ou
r a

nd
 W

el
fa

re
, A

ll 
R

ig
ht

 re
se

rv
ed

.
C

op
yr

ig
ht

 ©
 M

in
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f H
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, L
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 W
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ll 

R
ig

ht
 re

se
rv

ed
.

⇒
職
場
コ
ミ
ュ
ニ
ュ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
希
薄
化

�
雇
⽤

形
態
の
多
様
化
、
意
識
の
変
化

⇒
お
互
い
を
尊
重
し
あ
う
意
識
の
⽋
如
、
異
質
な
も
の

の
排
除

�
古
い

職
場
の
体
質
や
倫
理
観
の
⽋
如

⇒
指
導
・
教
育
に
名
を
借
り
た
い
じ
め
、
集
団
的
な
職

場
い
じ
め

5
-
2
.

職
場

の
パ

ワ
ー

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

を
予

防
す

る
た

め
に

は
（

2
）

�
パ

ワ
ー

ハ
ラ

ス
メ
ン

ト
に
つ

い
て

の
⼗

分
な

理
解

�
パ

ワ
ー

ハ
ラ

ス
メ
ン

ト
に
な

ら
な

い
た

め
の

コ
ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

円
滑

な
職

場
コ

ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン
の

醸
成

・
業

務
上

の
指

⽰
や

指
導

・
教

育
の

適
切

な
⽅

法

の
理

解
の

理
解

�
叱

る
対

象
は

？

�
自

分
の

感
情

に
気
付

く
。

怒
り

、
怖

れ
、

悲
し

み
、

焦
り

、
妬

み

�
攻

撃
で

な
く

「
自
分

の
要

望
を
伝

え
る

」

�
相

⼿
を

⾒
て

接
し
⽅

を
⼯

夫
す
る

。

�
不

要
な

誤
解

を
招
か

な
い

。

�
お

互
い

の
尊

重
、
理

解

C
op

yr
ig

ht
 ©

 M
in

is
try

 o
f H

ea
lth

, L
ab

ou
r a

nd
 W

el
fa

re
, A

ll 
R

ig
ht

 re
se
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ed

.
C
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yr

ig
ht

 ©
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�
お

互
い

の
尊

重
、
理

解

�
⾃

ら
の

⾏
為

が
パ
ワ

ー
ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

と
な

っ
て
い

な
い

か
注

意

�
隠

れ
た

パ
ワ

ー
ハ
ラ

ス
メ
ン

ト
が

な
い

か
、

周
囲
の

メ
ン

バ
ー

の
変

化
に
注

意

�
パ

ワ
ー

ハ
ラ

ス
メ
ン

ト
を
起

こ
さ

せ
な

い
、

職
場
環

境
づ

く
り

の
役

割
理
解
（
管

理
職

）

6
-
1
.

わ
が

社
の

ル
ー

ル

C
op

yr
ig

ht
 ©

 M
in

is
try

 o
f H

ea
lth

, L
ab

ou
r a

nd
 W

el
fa

re
, A

ll 
R

ig
ht

 re
se

rv
ed
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C
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ht

 ©
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fa
re
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R
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ht
 re
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ed
.

6
-
2
.

わ
が
社

で
の

パ
ワ

ー
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
に

関
す

る
相

談
へ

の
対

応
の

流
れ

１
．

本
人

（
相

談
者

）
と

の
面
談

２
．

事
実

関
係

の
確

認
２

．
事

実
関

係
の
確

認

３
．

⾏
為

者
、

相
談

者
へ

の
対
応

を
検

討

(
例

)

C
op

yr
ig

ht
 ©

 M
in

is
try

 o
f H

ea
lth

, L
ab

ou
r a

nd
 W

el
fa

re
, A

ll 
R

ig
ht

 re
se

rv
ed

.
C

op
yr

ig
ht

 ©
 M

in
is

try
 o

f H
ea

lth
, L

ab
ou

r a
nd

 W
el

fa
re

, A
ll 

R
ig

ht
 re

se
rv

ed
.

4
．

相
談

者
、

⾏
為

者
へ

の
フ

ォ
ロ

ー

5
．

再
発

防
止

4

4
-
3
.

パ
ワ

ー
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
と

業
務

指
導

�
職
場
の

業
務

を
円

滑
に

進
め

る
た

め
に
、

管
理

職
に

⼀
定

の
権

限
が

与
え

ら

れ
て
い

ま
す

。

�
業
務
上

必
要

な
指

示
や

注
意

・
指

導
な
ど

も
そ

の
一

つ
で

す
。

厳
し

い
指

導

で
あ
っ

て
も

、
「

業
務

上
の

適
正

な
範

囲
」

と
認

め
ら

れ
る

限
り

、
パ

ワ
ー

ハ
ラ
ス

メ
ン

ト
に

は
当

た
り

ま
せ

ん
。

で
あ
っ

て
も

、
「

業
務

上
の

適
正

な
範

囲
」

と
認

め
ら

れ
る

限
り

、
パ

ワ
ー

ハ
ラ
ス

メ
ン

ト
に

は
当

た
り

ま
せ

ん
。

例
え
ば
、

�
取
引
先
の
ア
ポ
イ
ン
ト
時
間
を
間
違
え
て
部
下
が
遅

刻
し

た
と

き
に
、
同
⾏

し
た
上

司
が
、
「
何
や
っ
て
ん
だ
！
」
と
叱
っ
た
。

→
そ
れ
だ
け
で
は
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
と
は
言
え
ま
せ
ん
。

し
か
し
、

�
さ

ら
に
「
だ
か
ら
お
ま
え
と
は
仕
事
を

し
た
く
な
い
ん
だ
！
」
「
噂

ど
お
り
役
⽴

た
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�
さ

ら
に
「
だ
か
ら
お
ま
え
と
は
仕
事
を

し
た
く
な
い
ん
だ
！
」
「
噂

ど
お
り
役
⽴

た

ず
だ
な
！
」
「
仕
事
し
な
く
て
い
い
か
ら
帰
っ
て
寝
て
ろ
！
」
な
ど

と
言
う
。

�
そ
れ
が
日
常
的
に
繰
り
返
さ
れ
る
。

→
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
⾏
為
と
な
り
え
ま
す
。

業
務
指

導
は
必
要
で
す
。
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の
正
し

い
知

識
を
持
ち
、

萎
縮
す
る

こ
と
な

く
、
⾃
信
を
持
っ
て
温
か
く
業
務
指
導
を
⾏
い
ま

し
ょ

う
。

4
-
4
.

職
場

の
パ

ワ
ー

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

に
つ

い
て

考
え

る

�
以

下
の

も
の

は
パ
ワ

ー
ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

に
該

当
す
る

で
し

ょ
う

か
。

�
パ

ワ
ー

ハ
ラ

ス
メ
ン

ト
に
該

当
す

る
と

思
う

も
の
を

選
び

、
そ

の
理

由
を
隣

の
⼈

と
⼀

緒
に

議
論

し
て

み
て
く

だ
さ

い
。

1
.
指
導

す
る

た
め

に
個

室
に

呼
び

、
間

違
っ

た
対

応
を
指

摘
し
指

導
し
た

。

2
.
職

場
の

同
僚

の
誰

に
挨

拶
を

し
て

も
無

視
さ

れ
、

社
員

旅
⾏

参
加

を
拒

絶
さ
れ

た
。

3
.
先

輩
か

ら
、

私
⽤

の
買

い
物

や
、

⾞
の

送
り

迎
え

を
無

理
強

い
さ

れ
た

。

4
.
上

司
が

、
部

下
の

失
敗

に
対

し
て

、
「

こ
の

役
⽴

た
ず

、
い

ら
な

い
ん

だ
よ

」
と

職
場

の
メ

ン
バ

ー
に

聞
こ

え
る

よ
う

な
大

声
で

叱
責

し
、

そ
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だ
よ

」
と

職
場

の
メ

ン
バ

ー
に

聞
こ

え
る

よ
う

な
大

声
で

叱
責

し
、

そ

の
後
、

何
度

も
同

様
な

叱
責

が
続

い
た

。

5
.
目

標
を

達
成

で
き

な
い

社
員

を
⻑

時
間

正
座

さ
せ

、
定

規
で

頭
を

叩
き

な
が
ら

説
教

を
し

た
。

4
-
4
.

職
場

の
パ

ワ
ー

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

に
つ

い
て

考
え

る
（

回
答

1
）

�
正

解
と
解
説
：

1
.
指
導
す
る
た
め
に
個
室
に
呼
び
、
間
違
っ
た
対
応
を

指
摘

し
指
導
し
た
。

非
該
当

単
に
個
室
に
呼
び
、
指
導
を
⾏
っ
た
だ
け
で
は
、
「

業
務

上
の

適
正
な
範
囲

」
と

も
い
え
る
た
め
、
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
と
は
言
え
ま
せ
ん
。

も
い
え
る
た
め
、
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
と
は
言
え
ま
せ
ん
。

2
.
職
場
の
同
僚
の
誰
に
挨
拶
を
し
て
も
無

視
さ
れ
、
社
員
旅
⾏
参

加
を

拒
絶
さ

れ

た
。

該
当

無
視
、
仲
間
外
し
は
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
該
当
し
ま
す
。
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3
.
先
輩
か
ら
、
私
⽤
の
買
い
物
や
、
⾞
の

送
り
迎
え
を
無
理
強
い

さ
れ

た
。

該
当

業
務
に
関
係
の
な
い
私
⽤
の
命
令
（
業
務
上
明
ら
か
に
不
要
な
こ
と

の
強
制
）

は
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
該
当
し
ま
す
。

�
正

解
と

解
説

：

4
.
上

司
が

、
部

下
の
失

敗
に
対

し
て

、
「

こ
の

役
⽴
た

ず
、

い
ら

な
い

ん
だ
よ

」

と
職

場
の

メ
ン

バ
ー

に
聞
こ

え
る

よ
う

な
⼤

声
で
叱

責
し

、
そ

の
後

、
何
度

も

同
様

な
叱

責
が

続
い

た
。

該
当

4
-
4
.

職
場

の
パ

ワ
ー

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

に
つ

い
て

考
え

る
（

回
答

2
）

該
当

暴
⾔

を
周

囲
の

⼈
に

も
聞
こ

え
る

よ
う

に
繰

り
返
し

⾏
う

こ
と

は
パ
ワ
ー
ハ

ラ

ス
メ

ン
ト

に
該

当
し

ま
す
。

5
.
目

標
を

達
成

で
き
な

い
社
員

を
⻑

時
間

正
座

さ
せ
、

定
規

で
頭

を
叩

き
な
が

ら

説
教

を
し

た
。

該
当

⻑
時

間
正

座
さ

せ
る

こ
と
や

定
規

で
頭

を
叩

く
こ
と

は
パ
ワ
ー

ハ
ラ
ス
メ
ン

ト

C
op

yr
ig

ht
 ©

 M
in

is
try

 o
f H

ea
lth

, L
ab

ou
r a

nd
 W

el
fa

re
, A

ll 
R

ig
ht

 re
se

rv
ed

.
C

op
yr

ig
ht

 ©
 M

in
is

try
 o

f H
ea

lth
, L

ab
ou

r a
nd

 W
el

fa
re

, A
ll 

R
ig

ht
 re

se
rv

ed
.

該
当

⻑
時

間
正

座
さ

せ
る

こ
と
や

定
規

で
頭

を
叩

く
こ
と

は
パ
ワ
ー

ハ
ラ
ス
メ
ン

ト

に
該

当
し

ま
す

。
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5

5
-
1
.

職
場

の
パ

ワ
ー

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

を
予

防
す

る
た

め
に

は
（

1
）

�
な
ぜ

パ
ワ
－
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
が
起
き
て
し
ま
う
の
か

�
「
し

ご
く
」
こ
と
で
人
が
動
く
（
業
績
が
上
が
る
、
生
産
性
が
高
ま
る

）
と
い
う

誤
解

�
感
情

の
ヒ
ー
ト
ア
ッ
プ

コ
ン
ト
ロ
ー
ル
の
き
か
な
い
否
定
的
感
情

�
職
場
環
境

�
職
場
環
境

�
上
司

と
部
下
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
少
な
い

�
正
社

員
や
正
社
員
以
外
の
様
々
な
⽴
場
の
従
業
員
が
⼀
緒
に
働
い
て
い

る

�
残
業

が
多
い
・
休
み
が
取
り
難
い

�
失
敗

が
許
さ
れ
な
い
、
失
敗
へ
の
許
容
度
が
低
い

�
競
争

の
激
化
、
業
務
の
多
忙
化
、
業
績
不
振
な
ど

職
場
環
境
の
変

化

⇒
職
場
コ
ミ
ュ
ニ
ュ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
希
薄
化
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⇒
職
場
コ
ミ
ュ
ニ
ュ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
希
薄
化

�
雇
⽤

形
態
の
多
様
化
、
意
識
の
変
化

⇒
お
互
い
を
尊
重
し
あ
う
意
識
の
⽋
如
、
異
質
な
も
の

の
排
除

�
古
い

職
場
の
体
質
や
倫
理
観
の
⽋
如

⇒
指
導
・
教
育
に
名
を
借
り
た
い
じ
め
、
集
団
的
な
職

場
い
じ
め

5
-
2
.

職
場

の
パ

ワ
ー

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

を
予

防
す

る
た

め
に

は
（

2
）

�
パ

ワ
ー

ハ
ラ

ス
メ
ン

ト
に
つ

い
て

の
⼗

分
な

理
解

�
パ

ワ
ー

ハ
ラ

ス
メ
ン

ト
に
な

ら
な

い
た

め
の

コ
ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

円
滑

な
職

場
コ

ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン
の

醸
成

・
業

務
上

の
指

⽰
や

指
導

・
教

育
の

適
切

な
⽅

法

の
理

解
の

理
解

�
叱

る
対

象
は

？

�
自

分
の

感
情

に
気
付

く
。

怒
り

、
怖

れ
、

悲
し

み
、

焦
り

、
妬

み

�
攻

撃
で

な
く

「
自
分

の
要

望
を
伝

え
る

」

�
相

⼿
を

⾒
て

接
し
⽅

を
⼯

夫
す
る

。

�
不

要
な

誤
解

を
招
か

な
い

。

�
お

互
い

の
尊

重
、
理

解
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�
お

互
い

の
尊

重
、
理

解

�
⾃

ら
の

⾏
為

が
パ
ワ

ー
ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

と
な

っ
て
い

な
い

か
注

意

�
隠

れ
た

パ
ワ

ー
ハ
ラ

ス
メ
ン

ト
が

な
い

か
、

周
囲
の

メ
ン

バ
ー

の
変

化
に
注

意

�
パ

ワ
ー

ハ
ラ

ス
メ
ン

ト
を
起

こ
さ

せ
な

い
、

職
場
環

境
づ

く
り

の
役

割
理
解
（
管

理
職

）

6
-
1
.

わ
が

社
の

ル
ー

ル
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6
-
2
.

わ
が
社

で
の

パ
ワ

ー
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
に

関
す

る
相

談
へ

の
対

応
の

流
れ

１
．

本
人

（
相

談
者

）
と

の
面
談

２
．

事
実

関
係

の
確

認
２

．
事

実
関

係
の
確

認

３
．

⾏
為

者
、

相
談

者
へ

の
対
応

を
検

討

(
例

)

C
op
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ht
 ©
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ea
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ab

ou
r a
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 W
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 re
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ht

 ©
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, L
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el

fa
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ll 

R
ig

ht
 re

se
rv

ed
.

4
．

相
談

者
、

⾏
為

者
へ

の
フ

ォ
ロ

ー

5
．

再
発

防
止

4

4
-
3
.

パ
ワ

ー
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
と

業
務

指
導

�
職
場
の

業
務

を
円

滑
に

進
め

る
た

め
に
、

管
理

職
に

⼀
定

の
権

限
が

与
え

ら

れ
て
い

ま
す

。

�
業
務
上

必
要

な
指

示
や

注
意

・
指

導
な
ど

も
そ

の
一

つ
で

す
。

厳
し

い
指

導

で
あ
っ

て
も

、
「

業
務

上
の

適
正

な
範

囲
」

と
認

め
ら

れ
る

限
り

、
パ

ワ
ー

ハ
ラ
ス

メ
ン

ト
に

は
当

た
り

ま
せ

ん
。

で
あ
っ

て
も

、
「

業
務

上
の

適
正

な
範

囲
」

と
認

め
ら

れ
る

限
り

、
パ

ワ
ー

ハ
ラ
ス

メ
ン

ト
に

は
当

た
り

ま
せ

ん
。

例
え
ば
、

�
取
引
先
の
ア
ポ
イ
ン
ト
時
間
を
間
違
え
て
部
下
が
遅

刻
し

た
と

き
に
、
同
⾏

し
た
上

司
が
、
「
何
や
っ
て
ん
だ
！
」
と
叱
っ
た
。

→
そ
れ
だ
け
で
は
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
と
は
言
え
ま
せ
ん
。

し
か
し
、

�
さ

ら
に
「
だ
か
ら
お
ま
え
と
は
仕
事
を

し
た
く
な
い
ん
だ
！
」
「
噂

ど
お
り
役
⽴

た
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�
さ

ら
に
「
だ
か
ら
お
ま
え
と
は
仕
事
を

し
た
く
な
い
ん
だ
！
」
「
噂

ど
お
り
役
⽴

た

ず
だ
な
！
」
「
仕
事
し
な
く
て
い
い
か
ら
帰
っ
て
寝
て
ろ
！
」
な
ど

と
言
う
。

�
そ
れ
が
日
常
的
に
繰
り
返
さ
れ
る
。

→
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
⾏
為
と
な
り
え
ま
す
。

業
務
指
導
は
必
要
で
す
。
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の
正
し

い
知

識
を
持
ち
、

萎
縮
す
る

こ
と
な
く
、
⾃
信
を
持
っ
て
温
か
く
業
務
指
導
を
⾏
い
ま

し
ょ

う
。

4
-
4
.

職
場

の
パ

ワ
ー

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

に
つ

い
て

考
え

る

�
以

下
の

も
の

は
パ
ワ

ー
ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

に
該

当
す
る

で
し

ょ
う

か
。

�
パ

ワ
ー

ハ
ラ

ス
メ
ン

ト
に
該

当
す

る
と

思
う

も
の
を

選
び

、
そ

の
理

由
を
隣

の
⼈

と
⼀

緒
に

議
論

し
て

み
て
く

だ
さ

い
。

1
.
指
導

す
る

た
め

に
個

室
に

呼
び

、
間

違
っ

た
対

応
を
指

摘
し
指

導
し
た

。

2
.
職

場
の

同
僚

の
誰

に
挨

拶
を

し
て

も
無

視
さ

れ
、

社
員

旅
⾏

参
加

を
拒

絶
さ
れ

た
。

3
.
先

輩
か

ら
、

私
⽤

の
買

い
物

や
、

⾞
の

送
り

迎
え

を
無

理
強

い
さ

れ
た

。

4
.
上

司
が

、
部

下
の

失
敗

に
対

し
て

、
「

こ
の

役
⽴

た
ず

、
い

ら
な

い
ん

だ
よ

」
と

職
場

の
メ

ン
バ

ー
に

聞
こ

え
る

よ
う

な
大

声
で

叱
責

し
、

そ
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だ
よ

」
と

職
場

の
メ

ン
バ

ー
に

聞
こ

え
る

よ
う

な
大

声
で

叱
責

し
、

そ

の
後
、

何
度

も
同

様
な

叱
責

が
続

い
た

。

5
.
目

標
を

達
成

で
き

な
い

社
員

を
⻑

時
間

正
座

さ
せ

、
定

規
で

頭
を

叩
き

な
が
ら

説
教

を
し

た
。

4
-
4
.

職
場

の
パ

ワ
ー

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

に
つ

い
て

考
え

る
（

回
答

1
）

�
正

解
と
解
説
：

1
.
指
導
す
る
た
め
に
個
室
に
呼
び
、
間
違
っ
た
対
応
を

指
摘

し
指
導
し
た
。

非
該
当

単
に
個
室
に
呼
び
、
指
導
を
⾏
っ
た
だ
け
で
は
、
「

業
務

上
の

適
正
な
範
囲

」
と

も
い
え
る
た
め
、
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
と
は
言
え
ま
せ
ん
。

も
い
え
る
た
め
、
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
と
は
言
え
ま
せ
ん
。

2
.
職
場
の
同
僚
の
誰
に
挨
拶
を
し
て
も
無

視
さ
れ
、
社
員
旅
⾏
参

加
を

拒
絶
さ

れ

た
。

該
当

無
視
、
仲
間
外
し
は
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
該
当
し
ま
す
。
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3
.
先
輩
か
ら
、
私
⽤
の
買
い
物
や
、
⾞
の

送
り
迎
え
を
無
理
強
い

さ
れ

た
。

該
当

業
務
に
関
係
の
な
い
私
⽤
の
命
令
（
業
務
上
明
ら
か
に
不
要
な
こ
と

の
強
制
）

は
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
該
当
し
ま
す
。

�
正

解
と

解
説

：

4
.
上

司
が

、
部

下
の
失

敗
に
対

し
て

、
「

こ
の

役
⽴
た

ず
、

い
ら

な
い

ん
だ
よ

」

と
職

場
の

メ
ン

バ
ー

に
聞
こ

え
る

よ
う

な
⼤

声
で
叱

責
し

、
そ

の
後

、
何
度

も

同
様

な
叱

責
が

続
い

た
。

該
当

4
-
4
.

職
場

の
パ

ワ
ー

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

に
つ

い
て

考
え

る
（

回
答

2
）

該
当

暴
⾔

を
周

囲
の

⼈
に

も
聞
こ

え
る

よ
う

に
繰

り
返
し

⾏
う

こ
と

は
パ
ワ
ー
ハ

ラ

ス
メ

ン
ト

に
該

当
し

ま
す
。

5
.
目

標
を

達
成

で
き
な

い
社
員

を
⻑

時
間

正
座

さ
せ
、

定
規

で
頭

を
叩

き
な
が

ら

説
教

を
し

た
。

該
当

⻑
時

間
正

座
さ

せ
る

こ
と
や

定
規

で
頭

を
叩

く
こ
と

は
パ
ワ
ー

ハ
ラ
ス
メ
ン

ト
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該
当

⻑
時

間
正

座
さ

せ
る

こ
と
や

定
規

で
頭

を
叩

く
こ
と

は
パ
ワ
ー

ハ
ラ
ス
メ
ン

ト

に
該

当
し

ま
す

。
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6
-
3
.

職
場

で
パ

ワ
ー

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

が
起

き
て

し
ま

っ
た

ら

�
パ

ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
を
受
け
た
人
は

�
パ

ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
気
付
い
た
人
は

�
パ

ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
を
受
け
た
人
か
ら
相
談
が
あ
っ
た
場
合
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人
事

部
●

●
課

：
内

線
●

●
社

内
相

談
窓

口
：

内
線

●
●

社
外

相
談

窓
口

：
●

●
－

●
●

●
●
－

●
●

●
●

最
後

に
（

ト
ッ

プ
メ

ッ
セ

ー
ジ

）

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

⾏
為

は
⼈

権
に

か
か

わ
る

問
題

で
あ

り
、

従
業

員
の

尊
厳

を
傷

つ
け

職
場

環
境

の
悪

化
を

招
く

、
ゆ

ゆ
し

き
問

題
で

す
。

当
社

は
、

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト
⾏

為
は

断
じ

て
許

さ
ず

、
す

べ
て

の
従

業
員

が
互

い
に

尊
重

し
合

え
る

、
ン

ト
⾏

為
は

断
じ

て
許

さ
ず

、
す

べ
て

の
従

業
員

が
互

い
に

尊
重

し
合

え
る

、

安
全

で
快

適
な

職
場

環
境

づ
く

り
に

取
り

組
ん

で
い

き
ま

す
。

こ
の

た
め

、
管

理
職

を
始

め
と

す
る

全
従

業
員

は
、

研
修

な
ど

に
よ

り
、

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

に
関

す
る

知
識

や
対

応
能

⼒
を

向
上

さ
せ

、
そ

の
よ

う
な

⾏
為

を
発

生
さ

せ
な

い
、

許
さ

な
い

企
業

風
土

づ
く

り
を

心
掛

け
て

く
だ

さ
い

。
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参

考
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パ

ワ
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ス
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ン
ト

関
係

の
裁

判
例

か
ら

考
え

る
企

業
に

求
め

ら
れ

る
も

の

（
企

業
の

責
任

）
（

1
）

2
2

1
55
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メ
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係
の
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判

例
か

ら
考

え
る

企
業

に
求

め
ら

れ
る

も
の

（
企
業

の
責

任
）

（
2
）

4
12

25
69
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6
-
3
.

職
場

で
パ

ワ
ー

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

が
起

き
て

し
ま

っ
た

ら

�
パ

ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
を
受
け
た
人
は

�
パ

ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
気
付
い
た
人
は

�
パ

ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
を
受
け
た
人
か
ら
相
談
が
あ
っ
た
場
合
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人
事

部
●

●
課

：
内

線
●

●
社

内
相

談
窓

口
：

内
線

●
●

社
外

相
談

窓
口

：
●

●
－

●
●

●
●
－

●
●

●
●

最
後

に
（

ト
ッ

プ
メ

ッ
セ

ー
ジ

）

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

⾏
為

は
⼈

権
に

か
か

わ
る

問
題

で
あ

り
、

従
業

員
の

尊
厳

を
傷

つ
け

職
場

環
境

の
悪

化
を

招
く

、
ゆ

ゆ
し

き
問

題
で

す
。

当
社

は
、

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト
⾏

為
は

断
じ

て
許

さ
ず

、
す

べ
て

の
従

業
員

が
互

い
に

尊
重

し
合

え
る

、
ン

ト
⾏

為
は

断
じ

て
許

さ
ず

、
す

べ
て

の
従

業
員

が
互

い
に

尊
重

し
合

え
る

、

安
全

で
快

適
な

職
場

環
境

づ
く

り
に

取
り

組
ん

で
い

き
ま

す
。

こ
の

た
め

、
管

理
職

を
始

め
と

す
る

全
従

業
員

は
、

研
修

な
ど

に
よ

り
、

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

に
関

す
る

知
識

や
対

応
能

⼒
を

向
上

さ
せ

、
そ

の
よ

う
な

⾏
為

を
発

生
さ

せ
な

い
、

許
さ

な
い

企
業

風
土

づ
く

り
を

心
掛

け
て

く
だ

さ
い

。
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参
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パ

ワ
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ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

関
係

の
裁

判
例

か
ら

考
え

る
企

業
に

求
め

ら
れ

る
も

の

（
企

業
の

責
任

）
（

1
）

2
2

1
55

8-
68

A
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C
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A
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16
9

24
88
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70
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17
2

23
89
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se
rv

ed
.

C
op

yr
ig

ht
 ©

 M
in

is
try

 o
f H

ea
lth

, L
ab

ou
r a

nd
 W

el
fa

re
, A

ll 
R

ig
ht

 re
se

rv
ed

.

G
H

G
H

【
参

考
】

パ
ワ
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ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
関

係
の

裁
判

例
か

ら
考

え
る

企
業

に
求

め
ら

れ
る

も
の

（
企
業

の
責

任
）

（
2
）

4
12

25
69

0-
13

I
J

K

J
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K
I

70
9

71
5

11
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77
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1）パワーハラスメント防止に関する方針を記載する例 
 
（表） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（裏） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○○株式会社 ハラスメント防止方針

 当社は、セクシュアルハラスメントやパワーハラスメン

トなど、個人の尊厳を損なう行為を許しません。また、

それらを見過ごすことも許しません。

 当社の従業員は、ハラスメントなどの個人の尊厳を損な

う行為を行ってはなりません。

 当社は、ハラスメントなどの解決のために相談窓口を設

け、迅速で的確な解決を目指します。相談者や、事実関

係の確認に協力した方に対し、不利益な取扱いは行いま

せん。また、プライバシーを守って対応します。

 
 

ハラスメント相談窓口

 

ハラスメントを受けた、見た方は、そのままにせず、

上司若しくは下記窓口に相談してください。秘密は厳守

します。

人事総務部 担当 ●●（女性）

▲▲（男性）

内線 ○○○

外線 ○○○―○○○―○○○

周知用手持ちカード
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係の確認に協力した方に対し、不利益な取扱いは行いま
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上司若しくは下記窓口に相談してください。秘密は厳守

します。

人事総務部 担当 ●●（女性）

▲▲（男性）

内線 ○○○

外線 ○○○―○○○―○○○

周知用手持ちカード

参考資料

69 70



2）メッセージ、スローガンを記載する例 
 
（表） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（裏） 
 
 
 
 
 

ハラスメントは

しない！させない！許さない！

そして、見逃さない！

みんなで作ろう、

ハラスメントのない職場！！  
 

ハラスメント相談窓口

 
ハラスメントを受けた、見た方は、そのままにせず、

上司若しくは下記窓口に相談してください。秘密は厳守

します。

人事総務部 担当 ●●（女性）

▲▲（男性）

内線 ○○○

外線 ○○○―○○○―○○○

 

 
 

相談窓口（一次対応）担当者のためのチェックリスト

基本的な流れ ポイント

相談者のプライバシーが確保でき

る部屋を準備しましょう。 －

相談者が冷静に話ができるよう心

がけましょう。
 できる限り、相談者が女性の場合は、女性の相談担当者も同席

できるようにしましょう。

相談内容の秘密が守られることを

説明しましょう。
 相談者のプライバシーを守ること、相談者の了解なく行為者に

話をしないこと、相談によって社内で不利益な取扱いを受けな

いことを説明しましょう。

相談対応の全体の流れを説明しま

しょう。
 相談窓口の役割や、解決までの流れ、会社のパワーハラスメン

トに対する方針（パワーハラスメントは許さない等）等の説明

をしましょう。

相談者の話をゆっくり、最後まで傾

聴しましょう。

 回の面談時間は、 分程度が適当です。

 相談者が主張する事実を正確に把握することが目的ですので、

意見を言うことは原則として控えましょう。

※相談者に共感を示さない以下のような言葉は、厳禁です。

「パワハラを受けるなんて、あなたの行動にも問題（落ち度）

があったのではないか 」と相談者を責める。

「どうして、もっと早く相談しなかったのか」と責める。

「それは、パワハラですね それは、パワハラとは言えません」

と断定する。

）「これくらいは当たり前、それはあなたの考え過ぎではない

か 」と説得する。

）「そんなことはたいしたことではないから、我慢した方がよい」

と説得する。

）「（行為者は）決して悪い人ではないから、問題にしない方が

いい」と説得する。

）「そんなことでくよくよせずに、やられたらやり返せばいい」

とアドバイスをする。

）「個人的な問題だから、相手と二人でじっくりと話し合えばい

い」とアドバイスをする。

）「そんなことは無視すればいい」とアドバイスをする

「気にしても仕方がない。忘れて仕事に集中した方がよい」

とアドバイスをする。

事実関係を整理し、相談者とともに

確認しましょう。

 いつ、誰から、どのような行為を受けたか、目撃者はいたか等

を整理し、パワーハラスメント相談記録票（参考資料 別添）

に記入しましょう。

 証拠書類（手帳や業務記録など）があれば、コピーし保存しま

しょう。

人事担当部署などに相談内容を伝

え、事実関係を確認することや対応

案を検討することについて同意を

得ましょう。

 相談者が行為者や他従業員からの事情聴取を望まない場合は、

確認ができなければ、会社としてこれ以上の対応（行為者への

指導や処分等）はできないことを説明しましょう。

 相談者の意向を尊重して対応しましょう。

※ 相談者から「死にたい」などと自殺

を暗示する言動があった場合には、

産業医などの医療専門家等へすみ

やかに相談しましょう。

－
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相談受付日時

氏名

所属

連絡先
（内線又は携帯）

メールアドレス

社員番号

いつ 誰から（相談者との関係）

①　　年　　月　　日

　　　　　　　時ごろ

②　　年　　月　　日

　　　　　　　時ごろ

③　　年　　月　　日

　　　　　　　時ごろ

④　　年　　月　　日

　　　　　　　時ごろ

同席者や目撃者の有無
／所属や名前など

（表面）パワーハラスメント相談記録票

　　　　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　日

【相談者の情報】

＠

【内容】

どのような
（受けた場所、状況、パワハラと感じた具体的な言動など）

受付NO 参考資料

類型 具体例 相談内容への当てはめ
社内規程上
の位置付け

①身体的な攻撃 暴行、障害

②精神的な攻撃
脅迫、名誉毀損、侮辱、ひど
い暴言、人格否定的な発言

③人間関係からの切り離し
隔離、会議・研修に出席させ
ない、仲間外し、挨拶をしな
い、無視

④過大な要求
業務上明らかに不要なことや
遂行不可能なことの強制、仕
事の妨害

⑤過小な要求
能力・経験とかけ離れた程度
の低い仕事の命令、仕事を与
えない

⑥個の侵害
私的なことに過度に立ち入
る、プライバシーを暴露され
る

①～⑥以外

退職強要、異動・配置転換、
降格、権限を奪う、他人のミ
スの責任を負わせる、差別的
な呼び方・あだ名で呼ぶ、監
視をされる

休暇取得

時間外、休日労働

身体面への影響

精神面への影響

対象は自分だけか、人を区
別して行われているのか

上司、同僚、外部相談機関
等への相談状況

職場環境への影響

　　　相談者の希望
例：調査してほしい、指導して
ほしい、配置転換等の人事上の
措置、様子を見たい、等

【相談内容の整理】

（裏面）パワーハラスメント相談記録票

【その他確認事項】

【相談者の生活・身体・精神への影響】

受付NO 
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     1.はじめに 
         1.1.職場のパワーハラスメントの現状と本マニュアルの目的  

 

1. はじめに 
1.1. 職場のパワーハラスメントの現状と本マニュアルの目的 

 
職場のパワーハラスメントが与える影響は深刻です。職場は、私たちが人生の中で多く

の時間を過ごす場所であり、様々な人間関係を取り結ぶ場でもあります。そのような場所

で、パワーハラスメントを受けることにより、人格や尊厳を傷つけられたり、仕事への意

欲や自信をなくしたり、心の健康の悪化につながり、場合によっては休職や退職に追い込

まれたり、生きる希望を失うことさえあるのです。 
職場のパワーハラスメントは、受ける人だけの問題ではありません。周囲の人たちがそ

うした事実を知ることで、仕事への意欲が低下し、職場全体の生産性にも悪影響を及ぼす

可能性があります。 
また、パワーハラスメントを行った人にとっても、社内での自分の信用を低下させかね

ず、懲戒処分や訴訟のリスクを抱えることにもなり、自分の居場所が失われる結果を招い

てしまうかもしれません。 
さらに、企業にとっても、業績悪化や貴重な人材の損失につながるおそれがあります。

また、企業として職場におけるパワーハラスメントの問題を放置した場合は、裁判で使用

者としての責任を問われることもあり、イメージダウンにつながりかねません。 
しかしながら、職場のパワーハラスメントは、都道府県労働局や労働基準監督署等への

相談が増加を続け、ひどい嫌がらせ等を理由とする精神障害等での労災保険の支給決定件

数は高水準で推移しており、平成 30 年度個別労働紛争解決制度の施行状況（令和元年 6
月公表）では、「いじめ・嫌がらせ」が平成 24 年度以降すべての相談の中でトップの件数

となり（図 1 参照）、平成 30 年度精神障害の労災補償状況においては、「（ひどい）嫌が

らせ、いじめ、又は暴行を受けた」の件数が 69 件と、具体的な出来事別の支給決定件数の

うち多数を占めています（表 1 参照）。さらに、若者の「使い捨て」が疑われる企業等に

おいて、職場のパワーハラスメントの問題がしばしば見られると指摘されています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 民事上の個別労働紛争の相談内容の件数の推移 

「平成 30 年度個別労働紛争解決制度施行状況」（厚生労働省） 
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（表面）パワーハラスメント相談記録票
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【相談者の情報】

＠

【内容】

どのような
（受けた場所、状況、パワハラと感じた具体的な言動など）

受付NO 参考資料

類型 具体例 相談内容への当てはめ
社内規程上
の位置付け

①身体的な攻撃 暴行、障害

②精神的な攻撃
脅迫、名誉毀損、侮辱、ひど
い暴言、人格否定的な発言

③人間関係からの切り離し
隔離、会議・研修に出席させ
ない、仲間外し、挨拶をしな
い、無視

④過大な要求
業務上明らかに不要なことや
遂行不可能なことの強制、仕
事の妨害

⑤過小な要求
能力・経験とかけ離れた程度
の低い仕事の命令、仕事を与
えない

⑥個の侵害
私的なことに過度に立ち入
る、プライバシーを暴露され
る

①～⑥以外

退職強要、異動・配置転換、
降格、権限を奪う、他人のミ
スの責任を負わせる、差別的
な呼び方・あだ名で呼ぶ、監
視をされる

休暇取得

時間外、休日労働

身体面への影響

精神面への影響

対象は自分だけか、人を区
別して行われているのか

上司、同僚、外部相談機関
等への相談状況

職場環境への影響

　　　相談者の希望
例：調査してほしい、指導して
ほしい、配置転換等の人事上の
措置、様子を見たい、等

【相談内容の整理】

（裏面）パワーハラスメント相談記録票

【その他確認事項】

【相談者の生活・身体・精神への影響】
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